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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期
決算年月 平成18年３月平成19年３月平成20年３月平成21年３月平成22年３月

売上高 (百万円) 55,497 60,412 63,437 60,776 60,807

経常利益 (百万円) 5,419 5,563 5,639 3,344 3,634

当期純利益 (百万円) 2,847 2,907 2,980 1,457 1,845

純資産額 (百万円) 22,700 27,951 30,586 30,364 31,878

総資産額 (百万円) 42,044 48,267 49,804 46,479 52,266

１株当たり純資産額 (円) 1,281.131,430.941,562.491,551.211,629.36

１株当たり当期純利益金額 (円) 159.20 164.30 168.45 82.34 104.32

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 54.0 52.5 55.5 59.1 55.2

自己資本利益率 (％) 13.4 12.1 11.3 5.3 6.6

株価収益率 (倍) 16.1 12.5 6.1 9.0 8.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,530 4,755 5,043 3,490 4,743

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,107 △7,203 △2,763 △1,671 △1,565

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,652 1,513 △1,787 △1,941 △457

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 8,766 7,926 8,403 7,595 10,376

従業員数

（ほか、平均臨時雇用者数）
(名)

3,033

(3,143)

3,509

(3,193)

3,794

(3,290)

4,130

(3,339)

4,172

(3,162)

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員数を表示しております。

４　第43期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期
決算年月 平成18年３月平成19年３月平成20年３月平成21年３月平成22年３月

売上高 (百万円) 30,829 32,060 31,806 28,221 29,547

経常利益 (百万円) 3,412 3,593 3,657 1,648 2,342

当期純利益 (百万円) 2,011 2,186 2,220 975 1,474

資本金 (百万円) 2,349 2,349 2,349 2,349 2,349

発行済株式総数 (株) 17,737,20017,737,20017,737,20017,737,20017,737,200

純資産額 (百万円) 18,063 19,838 21,421 21,705 22,637

総資産額 (百万円) 26,742 31,694 31,580 29,077 33,063

１株当たり純資産額 (円) 1,019.581,121.071,210.531,226.591,279.31

１株当たり配当額 (円) 22.50 25.00 30.00 35.00 35.00

（内、１株当たり
中間配当額）

(円) (10.00)(12.50)(12.50)(17.50)(17.50)

１株当たり当期純利益金額 (円) 112.45 123.56 125.50 55.15 83.31

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 67.5 62.6 67.8 74.6 68.5

自己資本利益率 (％) 11.7 11.5 10.8 4.5 6.6

株価収益率 (倍) 22.8 16.6 8.2 13.5 10.9

配当性向 (％) 20.0 20.2 23.9 63.5 42.0

従業員数

（ほか、平均臨時雇用者数）
(名)

686

(564)

703

(574)

720

(592)

734

(660)

735

(587)

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員数を表示しております。
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２【沿革】
年月 概要

昭和39年７月 神奈川県横浜市港北区に資本金200万円をもって、当社の前身である株式会社渡駒を設立、同時に横

浜営業所を開設し、梱包資材取扱業務（現在の包装資材販売事業）及び貨物取扱業務を開始

昭和41年１月 宮城県古川市に古川営業所を開設

昭和42年４月 社名を渡駒運輸株式会社に変更

６月 アルプス電気株式会社から資本参加を受け、同時に本社を横浜市港北区内に移転

12月 一般小型貨物運送事業免許（現一般貨物自動車運送事業許可）を渡部駒喜氏より譲受

昭和44年４月 埼玉県熊谷市に熊谷営業所を開設

５月 福島県相馬市に福島営業所を開設

11月 福島県いわき市にいわき営業所を開設

昭和45年３月 社名をアルプス運輸株式会社に変更

昭和51年３月 自動車運送取扱事業の登録（現貨物運送取扱事業の許可及び登録）を受け業務開始

昭和55年12月岩手県玉山村に盛岡営業所を開設

昭和57年２月 埼玉県羽生市に羽生配送センターを建設し、熊谷営業所を移転拡充し羽生営業所と改称

４月 大阪府吹田市に大阪営業所を開設、静岡県浜松市に浜松営業所を開設

昭和59年３月 横浜市港北区に本社社屋と横浜営業所自動倉庫を建設

昭和60年３月 新潟県小出町に新潟営業所を開設

６月 大阪府茨木市に大阪配送センターを建設し、大阪営業所を移転拡充、同時にいわき営業所を小名浜

営業所と改称

９月 宮城県古川市に古川配送センターを建設し、古川営業所を移転拡充

昭和61年８月 長野県南箕輪村に長野営業所を開設

９月 大阪営業所において倉庫業の許可を受け業務開始

11月 愛知県名古屋市に名古屋営業所を開設

昭和62年４月 社名を株式会社アルプス物流に変更。また、アルプス・トラベル・サービス株式会社から輸出入業

務部門を譲受し、輸出入貨物取扱事業を開始

昭和63年４月 アルプス電気株式会社より商品管理部を譲受

８月 福島県安達郡本宮町に郡山営業所を開設

９月 盛岡配送センターを建設し、盛岡営業所を拡充

10月 東京都大田区に東京港センターを開設

福島県新地町に相馬配送センターを建設し、相馬営業所を移転拡充

平成２年11月 愛知県春日井市に名古屋配送センターを建設

平成４年12月 長野県南箕輪村に長野配送センターを建設し、長野営業所を移転拡充

平成６年４月 香港に子会社ALPS LOGISTICS HONG KONG LTD.を設立。また、成形材料販売事業を開始

７月 福島県安達郡本宮町に郡山配送センターを建設し、郡山営業所を移転拡充

平成７年３月 マレーシアに内外日東株式会社と合弁にてALPS NAIGAI LOGISTICS （MALAYSIA） SDN. BHD.を設

立（現・連結子会社）

７月 中国天津市に現地資本と合弁にてTIANJIN TEDA INTERNATIONAL WAREHOUSING & TRANSPORTATION

CO., LTD（現TIANJIN ALPS TEDA LOGISTICS CO., LTD.）を設立（現・連結子会社）

９月 東京証券取引所市場第二部に上場

平成８年６月 本社及び横浜営業所においてISO9002認証取得

９月 株式会社流通サービスの株式を取得、当社の関係会社とする（現・連結子会社）

平成９年３月 大阪営業所においてISO9002認証取得

６月 群馬県藤岡市に高崎営業所を開設

９月 シンガポールに子会社ALPS LOGISTICS （S） PTE. LTD.を設立（現・連結子会社）

平成10年２月 株式会社流通サービスの子会社３社が合併し、株式会社流通運輸となる

４月 名古屋営業所においてISO9002認証取得

平成11年５月 中国上海市にTIANJIN ALPS TEDA LOGISTICS CO., LTD.の支店（SHANGHAI BRANCH）を開設

９月 中国上海市にALPS LOGISTICS（SHANGHAI） CO., LTD.を設立（現・連結子会社）

平成12年１月 中国広東省に現地資本と合弁にてALPS LOGISTICS (GUANGDONG) CO., LTD.を設立（現・連結子会

社）

11月 静岡県袋井市に静岡配送センターを建設し、浜松営業所を移転拡充し静岡営業所と改称
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年月 概要

平成13年４月 千葉県佐倉市に成田営業所を開設

〃 宮城県仙台市に仙台営業所を古川営業所から分離独立

11月 東京税関より通関業の免許取得

平成14年１月 新潟県見附市に新潟営業所を移転拡充

３月 ＩＡＴＡ（国際航空運送協会）より、「航空貨物代理店ライセンス」を取得

４月 中国大連市にTIANJIN ALPS TEDA LOGISTICS CO., LTD.の支店（DALIAN BRANCH）を開設

６月 本社・横浜営業所・大阪営業所・東京港センターにおいて、ISO9001：2000年版認証取得

９月 千葉県山武郡芝山町に成田営業所を移転拡充

12月 アメリカにALPS LOGISTICS （USA）, INC.を設立（現・連結子会社）

平成15年２月 中国上海市に上海東軟時代物流軟件有限公司を設立

〃 古川営業所・相馬営業所・小名浜営業所・新潟営業所・郡山営業所・資材販売部において、ISO

9001：2000年版認証取得

５月 中国大連市にDALIAN ALPS TEDA LOGISTICS CO., LTD.を設立（現・連結子会社）

９月 羽生営業所・高崎営業所・長野営業所・静岡営業所・海上貨物営業部・航空貨物営業部において、

ISO9001：2000年版認証取得

平成16年10月当社がＴＤＫ物流株式会社と合併

12月 ISO14001：1996年版認証取得

平成17年３月 千葉県山武郡芝山町に成田営業所の新倉庫が完成

４月 成田営業所の新倉庫稼働とともに営業を開始

５月 静岡県榛原郡相良町に相良営業所を開設、大井川営業所を移転改称

６月 秋田営業所・古川営業所・相馬営業所・小名浜営業所・新潟営業所・郡山営業所・羽生営業所・

高崎営業所・松戸営業所・成田営業所・横浜営業所・長野営業所・名古屋営業所・大阪営業所・

東京港センター・本社において、ISO14001：1996年版をISO14001：2000年版に移行し認証取得

８月 愛知県瀬戸市穴田町に瀬戸営業所を開設、尾張旭営業所を移転改称

９月 東大阪営業所においてISO14001：2000年版認証取得

〃 メキシコにALPS LOGISTICS MEXICO, S. A. DE C. V.を設立（現・連結子会社）

10月 秋田営業所・庄内営業所・松戸営業所・瀬戸営業所・相良営業所・東大阪営業所において

ISO9001：2000年版認証取得

11月 瀬戸営業所においてISO14001：2000年版認証取得

〃 中国上海市にSHANGHAI ALPS LOGISTICS CO., LTD.を設立（現・連結子会社） 

平成18年４月 TIANJIN ALPS TEDA LOGISTICS CO., LTD.において、ISO9001：2000年版認証取得

６月

 

盛岡営業所・北上営業所・北上後藤野営業所・仙台営業所・富山営業所において、ISO9001：2000

年版認証取得

８月 中国寧波市にSHANGHAI ALPS LOGISTICS CO., LTD.の支店（NINGBO BRANCH）を開設

12月 中国厦門市にSHANGHAI ALPS LOGISTICS CO., LTD.の支店（XIAMEN BRANCH）を開設

平成19年１月 福岡県福岡市に福岡営業所を開設

〃 特定労働者派遣事業を開始 

６月 福岡営業所においてISO9001：2000年版認証取得

７月 盛岡営業所・北上営業所・北上後藤野営業所・仙台営業所・庄内営業所・富山営業所・南羽鳥営

業所において、ISO14001：2004年版認証取得

10月 アメリカにALPS LOGISTICS （USA）, INC.の支店（MCALLEN BRANCH）を開設

12月

平成20年８月

10月

11月

 12月

 

平成21年２月

　

 ４月

平成22年２月

３月　　

福岡営業所においてISO14001：2004年版認証取得

タイにALPS LOGISTICS (THAILAND) CO., LTD.を設立（現・連結子会社）

デバイス販売事業を開始

新潟県長岡市に新潟営業所を移転拡充

TIANJIN ALPS TEDA LOGISTICS CO., LTD.の支店（DALIAN BRANCH）において、ISO14001：2004年版

認証取得

SHANGHAI ALPS LOGISTICS CO., LTD.の支店（XIAMEN BRANCH）において、ISO9001：2000年版認証

取得 

中国広州市にSHANGHAI ALPS LOGISTICS CO., LTD.の支店（GUANGZHOU BRANCH）を開設

ISO9001：2000年版をISO9001：2008年版に移行し、認証取得

東京税関より、「特定保税承認者」、「認定通関業者」の認定同時取得　　

 

３【事業の内容】

(1）当社の企業集団は、当社と関係会社（子会社12社）で構成され、国内外の顧客に対して運送・保管・フォワー

ディング等のサービスを一貫して提供する総合物流サービス事業及び成形材料・包装資材等の商品販売事業を
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行っております。

　また、当社グループは、当社の親会社であるアルプス電気株式会社を中心としたアルプスグループに属しており、

同グループの電子部品、音響製品の販売・製造に伴って生じる国内外の物流業務も受託しております。

　当社グループの事業に関わる位置付け及び事業の種類別セグメントの関連は、次のとおりです。

 

［電子部品物流事業］……当社及び海外子会社は、国内外の顧客に対する電子部品貨物の運送・保管及びフォワー

ディング等のサービスをグローバルに提供する総合物流サービスを行っております。

［商品販売事業］…………当社及び海外子会社２社は、成形材料、包装資材及び電子デバイスの仕入及び販売事業

を行っております。

［消費物流事業］…………国内子会社１社は、主に生協関連の一般消費者向け個配やその他国内消費物流に絡む貨

物の運送・保管・流通加工等に関する物流サービスを行っております。

 

(2）事業の系統図は次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の
所有（被所有）割合

関係内容
所有割合
（％）

被所有割合
（％）

（親会社）       
　
　
アルプス電気株式会社

＊２
　

東京都大田区

　百万円　　
　　　　

23,623　　　
　　　

電子機器及び
部品の製造・
販売

 
48.9
(2.2)

当社グループが、製品・部品の
運送・保管・輸出入関連業務
等の受託、倉庫等の賃借及び商
品販売事業を行っております。
役員の兼任　２名

（連結子会社）       
株式会社流通サービス

＊１
＊４

埼玉県草加市
　百万円
240

消費物流事業 70.6  
国内消費物流事業を行ってお
ります。
役員の兼任　１名

ALPS LOGISTICS HONG KONG
LTD.

香港　九龍
　千HK$
7,000

電子部品物流
事業

100.0  

当社と連携し、香港にて国際間
の総合物流サービスを行って
おります。
役員の兼任　３名

ALPS LOGISTICS （S） PTE.
LTD.

シンガポール
   千S$
1,000

電子部品物流
事業

100.0  

当社と連携し、シンガポールに
て国際間の総合物流サービス
を行っております。
役員の兼任　１名

 
ALPS NAIGAI LOGISTICS 
（MALAYSIA） SDN. BHD.

＊３　

マレーシア
ネグリセンビラン

   　千M$
2,200

電子部品物流
事業

50.0  

当社と連携し、マレーシアにて
国際間の総合物流サービスを
行っております。
役員の兼任　なし

TIANJIN ALPS TEDA
LOGISTICS CO., LTD.

＊１　
＊３
　

中国　天津市
  　千RMB
49,715

電子部品物流
事業

48.0  

当社と連携し、中国天津、上海、
大連、無錫にて国際間の総合物
流サービスを行っております。
役員の兼任　２名

　
ALPS LOGISTICS（SHANGHAI）
CO., LTD.

 ＊１
 

中国　上海市
  千RMB
66,222

電子部品物流
事業
商品販売事業

100.0
(25.0)

 

当社と連携し、中国上海にて国
際間の総合物流サービス及び
商品販売事業を行っておりま
す。
役員の兼任　３名

　
ALPS LOGISTICS (GUANGDONG)
CO., LTD.

 

中国  広東省
東莞市

　千RMB
9,934

電子部品物流
事業

54.0
(54.0)

 

当社と連携し、中国広東にて国
際間の総合物流サービスを
行っております。
役員の兼任　２名

ALPS LOGISTICS （USA）,
INC.

アメリカ
カリフォルニア州

  千US$
1,000

電子部品物流
事業

80.0  

当社と連携し、米国にて国際間
の総合物流サービスを行って
おります。
役員の兼任　１名

 
DALIAN ALPS TEDA LOGISTICS
CO., LTD.

＊１
＊３
　

中国　遼寧省
大連市

  千RMB
19,864

電子部品物流
事業
商品販売事業

50.0  

当社と連携し、中国大連にて国
際間の総合物流サービス及び
商品販売事業を行っておりま
す。また、当社は借入金に保証
予約をしております。
役員の兼任　２名

SHANGHAI ALPS LOGISTICS
CO., LTD.

中国　上海市
  千RMB
8,081

電子部品物流
事業

100.0
(100.0)

 

当社中国内の関係会社と連携
し、中国華東地区における営業
統括・拡販活動を行っており
ます。
役員の兼任　３名

ALPS LOGISTICS MEXICO, 
S. A. DE C. V.

メキシコ
レイノサ市

  千MXN
5,366

電子部品物流
事業

100.0
(100.0)

 

当社米国の関係会社と連携し、
メキシコにて国際間の総合物
流サービスを行っております。
また、当社は倉庫賃貸借契約に
関して保証予約をしておりま
す。
役員の兼任　１名

ALPS LOGISTICS (THAILAND)
CO., LTD.

＊３
　

タイ　バンコク
  千THB
15,000

電子部品物流
事業

49.9  

当社と連携し、タイにて国際間
の総合物流サービスを行って
おります。
役員の兼任　１名
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　（注）１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．「議決権の所有又は被所有割合」欄の（内書）は間接所有であります。

３．＊１：特定子会社であります。

４．＊２：有価証券報告書の提出会社であります。

５．＊３：持分は、100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としております。

６．＊４：株式会社流通サービスについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占

める割合が10％を越えております。

主要な損益情報等 (1）売上高 22,273百万円　

　 (2）経常利益 993〃 　

　 (3）当期純利益 548〃 　

　 (4）純資産額 5,207〃 　

　 (5）総資産額 13,854〃 　

 

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

電子部品物流事業
1,849

(640) 

商品販売事業
23

(7) 

消費物流事業
2,195

(2,504) 

全社（共通）
105

(11) 

合計
4,172

(3,162) 

　（注）１　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は臨時従業員の当連結会計年度の平均雇用人員であります。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

735

(587) 
　  38歳11ヶ月 　  12年６ヶ月 5,328,867

　（注）１　従業員数は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　従業員数欄の（外書）は臨時従業員の当事業年度の平均雇用人員であります。

 

(3）労働組合の状況

　連結子会社のうち、株式会社流通サービスには運輸労連東京流通サービス労働組合（組合人数798人）及び東京西

部一般労働組合流通サービス分会（組合人数20人）及び生協関連・一般労働組合(組合人数10人)がそれぞれ組織

されており、運輸労連東京流通サービス労働組合は全日本運輸産業労働組合東京都連合会に、東京西部一般労働組

合流通サービス分会は東京西部一般労働組合に、生協関連・一般労働組合は全国生協労働組合連合会に属しており

ます。なお、当社及びその他の連結子会社に労働組合はありません。また、労使関係について特に記載すべき事項は

ありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度の世界経済は、一昨年秋口からの世界同時不況への対処として、各国協調のもと財政出動や金融安定

化策が実施されたこともあり、地域によるばらつきはあるものの総じて回復基調が続きました。日本におきましても、

新興国の需要拡大に伴う輸出の増加に支えられ、景気は徐々に持直してまいりました。

　当社グループの主要顧客である電子部品業界においても、年前半には在庫調整が一巡し、エコポイント制度やエコ

カー減税による薄型テレビや自動車の需要の押し上げ効果、中国を中心としたデジタル家電の新興国需要の増加など

によって、年明け以降も回復傾向が続いてきました。

当社グループにおきましては、当連結会計年度のスタートにあたり、取扱貨物量の本格的な回復には今しばらく時

間がかかるとの見通しに立って、年度方針を「エコドライブ経営」の推進～「守り」を固め、成長に向けた「攻め」

の継続～と定め、事業運営を進めてまいりました。重点施策に、①生産性の向上を中心とした「事業体質の強化」、②

グローバル・ワンチャンネルサービスの拡充や新サービスの創出による「新規・深耕拡販の推進」、③物流個性の運

用徹底による「高い物流品質の維持」を掲げ、売上や利益の確保・拡大に取組んでまいりました。また、「グリーンロ

ジスティクスの徹底推進」に向けて、環境保全活動に適したサービス・メニューの提供を行うとともに、自社におい

てもＣＯ２の排出量やエネルギー消費量の削減に努めてまいりました。幸いにも電子部品の市況が回復傾向に向う

中、これらの施策の推進によって、前連結会計年度並みの売上を確保するとともに、営業利益は増益となりました。

当連結会計年度の業績は、売上高で60,807百万円(前期比 0.1％増)となり、営業利益は3,496百万円(同5.3％増)、

経常利益は3,634百万円(同8.7％増)、当期純利益は1,845百万円(同26.7％増)の結果となりました。

 

①当連結会計年度の事業の種類別セグメントの概況は次のとおりです。

 電子部品物流事業　

　電子部品の需要につきましては、年度末まで回復傾向が続きましたが、エレクトロニクス製品や自動車の需要の中

心が新興国向けの中・低価格帯商品にシフトした影響もあり、従前の水準までは戻りきれませんでした。このよう

な環境のもと、顧客の生産のグローバル化や物流合理化ニーズがますます進展しました。

当社グループでは、「守り」に重点を置いた事業体質の強化に取組むとともに、国内では、筑波、山形、岡山の運

送デポ展開、北米向け海上輸送の自営化に向けたＮＶＯＣＣの推進、海外では、中国での天津・新倉庫や広州支店の

開設、米国でのテキサス州・マッカレンの倉庫増床など、グローバル・ネットワークの拡充を着実に進めてまいり

ました。そして、国内外が連携したグローバル拡販体制を強化し、顧客の物流合理化に適した物流提案や、中国での

独自の商流に対応した新商品サービスを提供するなど、新規・深耕拡販を推進し、売上の拡大につなげてまいりま

した。当連結会計年度は、大変厳しい需要環境でスタートしましたが、電子部品の需要回復とこれらの施策が相まっ

て、売上規模を回復してまいりました。なお、海外現法の業績につきましては、決算日が12月31日であることから、電

子部品の生産・荷動きが最も低迷した昨年１～３月が当連結会計年度に含まれています。これによって国内と比

べ、回復度合いが低い業績結果となっております。

利益面では、取扱貨物量の変動に応じた変動費率、固定費の引き下げや、生産性の向上を急ピッチで進め、事業体

質の強化を図ってまいりました。これらの取組みが徐々に成果となって表れ、海外での１～３月の落ち込みの影響

をカバーし、増益となりました。

　この結果、当セグメントの売上高は29,217百万円(前期比6.5％減)、営業利益2,434百万円(同5.9％増)となりまし

た。 
 
 商品販売事業 

　商品販売事業では、電子部品関連の包装資材、成形材料、電子デバイスの販売を行っております。包装資材と成形材

料の販売につきましては、年前半においては顧客の生産調整の影響がありましたが、電子部品の需要回復に伴って、

売上規模を回復してまいりました。

電子デバイスの販売につきましては、前連結会計年度の10月より事業を開始しました。春先以降に顧客の生産が

回復傾向に向う中、拡販活動によって顧客数・取扱品目の拡大を進め、商品販売事業全体での増収に寄与いたしま

した。

　この結果、当セグメントの売上高は9,316百万円(前期比18.6％増)、営業利益は168百万円(同 3.9％増)となりまし

た。
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 消費物流事業

　消費物流事業は、グループ会社である株式会社流通サービスが、食料品や衣料品などを主要貨物として事業展開を

図っております。景気低迷によって個人消費が伸び悩む中、引き続き、顧客の物流合理化やアウトソーシング・ニー

ズに適した提案、拡販活動を推進してまいりました。売上の８割近くを占める生協関連ビジネスでは、新規取引や受

託台数を拡大し、個配業務を中心に増収を継続しました。

利益面につきましては、増収効果に加えて、事業運営の効率化や経費削減などの原価改善活動を進め、増益を確

保しました。

　この結果、当セグメントの売上高は22,273百万円(前期比2.7％増)、営業利益は893百万円(同4.0％増)となりまし

た。

   　

②所在地別セグメントの業績は次のとおりです。  

 

日本

当社では、顧客の物流効率化や高度化したニーズに適した提案活動を進め、新規顧客の開拓や既存顧客への更な

る拡販に取り組んでまいりました。昨年夏ごろから貨物量の回復傾向が年度末まで続き上期の落ち込みをカバーし

たことにより前期と比べ増収増益となりました。

一方、国内子会社である株式会社流通サービスでは消費物流分野におきまして、生協関連の個配業務を中心に順

調に売上を拡大しました。また、増収効果に加えて事業運営の効率化や経費削減などの原価改善活動を進めたこと

などにより増益となりました。

この結果、当セグメントの売上高は51,821百万円(前期比3.8％増)、営業利益は2,873百万円(同24.2％増)となり

ました。

　　

アジア

主に中国を中心に拠点・運送ネットワークの強化や拡販活動を行ってまいりましたが、景気低迷の影響を受け

て、取扱貨物量が大幅に減少したことや資材販売が落ち込んだことなどにより減収減益となりました。

この結果、当セグメントの売上高は8,846百万円(前期比16.5％減)、営業利益は561百万円(同41.1％減)となりま

した。

 

その他の地域

アメリカの連結子会社にて新倉庫での保管事業の拡大による増収効果があったことや、新車購入助成制度の効果

などにより自動車関連の貨物量が増加いたしました結果、当セグメントの売上高は621百万円(前期比 19.4％増)、

営業利益は39百万円(同 60.7％増)となりました。 

 
 

(2）キャッシュ・フローの状況

　現金及び現金同等物の当連結会計年度末の残高は、前連結会計年度末と比べ2,781百万円増加し、10,376百万円と

なりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　   営業活動の結果、得られた資金は4,743百万円（前期比1,253百万円の収入増）となりました。これは主に税金等

調整前当期純利益の確保3,613百万円などによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　   投資活動の結果、使用した資金は1,565百万円（前期比105百万円の支出減）となりました。これは主にグループ

全体での物流施設の新設・拡張、車両購入や情報システム投資など有形固定資産の取得878百万円、無形固定資産

の取得494百万円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　   財務活動の結果、使用した資金は457百万円（前期比1,484百万円の支出減）となりました。これは主に保有資産

のセール・アンド・リースバックによる収入543百万円、配当金の支払619百万円、子会社での少数株主への配当

金の支払215百万円によるものです。
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２【生産、受注及び販売の状況】

売上高実績

　当連結会計年度における売上高実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

売上高（百万円） 前年同期比（％）

電子部品物流事業 29,217 △6.5

商品販売事業 9,316 18.6

消費物流事業 22,273 2.7

セグメント間の内部売上高又は振替高 － －

合計 60,807 0.1

　（注）１　外注実績は、次のとおりであります。なお、外注比率は、売上高に対する外注費の割合であります。

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

外注費（百万円） 前年同期比（％） 外注比率（％）

電子部品物流事業 12,678 90.7 43.4

商品販売事業 163 － 1.8

消費物流事業 2,952 100.0 13.3

セグメント間の内部振替高 － － －

合計 15,794 93.3 26.0

２　最近２連結会計年度における主な相手先別の売上高実績及び当該売上高実績の総売上高実績に対する割合

は、次のとおりであります。

相手先名

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

売上高（百万円）
総売上高に対す
る割合（％）

売上高（百万円）
総売上高に対す
る割合（％）

アルプス電気株式会社 7,065 11.6 6,868 11.3

ＴＤＫ株式会社 4,349 7.2 2,746 4.5

アルパイン株式会社 1,515 2.5 1,201 2.0

３　上記金額には消費税等は、含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　当社グループは、電子部品物流を主体とする当社及び海外子会社と、消費物流を主体とする株式会社流通サービスに

よって構成されており、それぞれ専門分野に経営資源を集中して総合物流事業を展開しております。

当社及び海外子会社では、「ものづくりを支える最適物流を追求し、豊かな社会の実現に貢献します」との企業理

念を掲げ、事業領域を「電子部品を主体とした総合物流サービスを提供します」と定めています。また、株式会社流通

サービスでは、「地域社会の中で、消費者の暮らしに貢献できる消費物流に特化した総合物流企業を目指します」と

の企業理念を定めています。そして、グループ各社は企業理念のもと中期・短期の経営計画を策定し、経営を行ってお

ります。

今後も当社グループでは、国内・海外でのグローバルな拠点・ネットワークの拡充、運用技術やシステム力の向

上、顧客のニーズを捉えた新商品の開発を推進し、高品質な物流サービスの提供に努めてまいります。これらの活動に

よって総合物流企業として業容の拡大とグループ企業価値の最大化を図ってまいります。

 

  

＜電子部品物流・商品販売＞ 

　世界同時不況に伴う厳しい事業環境において、当社及び海外子会社では「エコドライブ経営」の推進を事業方針に、

守りに軸足を置き、事業体質の強化と新規・深耕拡販を徹底的に推進してまいりました。電子部品の需要が回復傾向

となる中、平成23年３月期の事業方針につきましては、これまで取組んできた「エコドライブ経営」を更に進化させ

中期方針である「新たな成長」に向けて、次の事業方針・重点戦略を推進してまいります。

　

（事業方針）

「３・Ｅ－Logistics」の推進　～「物流力 NO.1」への挑戦　～

　

（重点戦略）

① Ｅ・ｎｅｒｇｙ　（成長力）　[量]　新規・深耕拡販の推進

② Ｅ・ｃｏｎｏｍｙ（物流力）　[質]　事業体質の更なる強化

③ Ｅ・ｃｏｌｏｇｙ（環境力）　[省]　グリーンロジスティクスの追求

　

売上の拡大に向けて、新規・深耕拡販をエネルギッシュに推進してまいります。今年度も、グローバル・ネット

ワークを更に拡充し、取扱貨物量の拡大につなげてまいります。

国内では、輸送ネットワークの拡充に向けて、東北、北陸、中国、九州の各地域での運送デポ展開を検討・推進し、

サービスの向上を図ってまいります。保管事業では、効率性向上と拡販スペースの確保を目的に、北上倉庫の新設、小

名浜営業所の倉庫増築など、倉庫の集約・増床を進めてまいります。また、輸出入関連事業では、海上貨物の自営化拡

大に向けて、ＮＶＯＣＣを更に推進してまいります。当社では、本年３月にＡＥＯ制度における倉庫業者向けの「特定

保税承認者」と通関業者向けの「認定通関業者」の認定を受けました。同時認定は日本で初めてのこととなります。

お客様のニーズに合わせたフレキシブルかつ利便性の高いサービスにつなげてまいります。

海外においても、中国では、中国内完結型物流へのニーズが高まる中、輸出加工区と長距離トラック輸送サービス

「アルプス特快便」を活用したビジネスの拡大に向けて、上海・松江での倉庫の増床や煙台支店の設立など、ネット

ワーク強化を進めています。またアセアンでは、一昨年の８月に設立したALPS LOGISTICS (THAILAND) CO., LTD.にお

きまして、本年２月にタイ第三の拠点として、アユタヤ地区に倉庫を開設しました。今後、同地域での保管ビジネスの

拡大を図っていく計画です。

また、二つ目の重点戦略として、事業体質の更なる強化を推進してまいります。運送事業では、運送デポ新設による

ネットワークの拡充や最適ルート構築による輸送体制の効率化に加え、本年３月に運用を開始した新運送システムを

活用し、「絶対品質」の提供、輸送効率の向上、合理化の推進を図ってまいります。保管事業におきましては、物流個性

運用を徹底するとともに、ＩＴを活用した現場改善を進め、生産性の向上を図ってまいります。

三つ目の重点戦略として、これまで継続してきたグリーンロジスティクスへの取組みを加速してまいります。リ

ターナブルな通い箱やモーダルシフトを始めとする環境保全型商品の提供はもとより、共同配送の推進やＩＴの活用

によって輸送効率を向上させるなどムダを省き、お客様の環境負荷の軽減を図ってまいります。

また、当社自体におきましても、ＣＯ２・エネルギー使用量・廃棄物排出量の削減、そしてリサイクル率の向上を管

理項目として、毎事業年度ごとに目標を設定し、削減を進めてまいりました。世界全体で地球温暖化対策への意識が高

まる中、今後も更なる削減活動を推進してまいります。
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＜消費物流＞ 

　消費物流分野では、消費者の食の安全に対する意識の高まり、また国内消費のスローダウンなど事業環境が変化する

中、主要顧客である生協では物流業務の再編が進められております。これらの顧客ニーズに適した体制の構築、高品質

なサービスを進め、生協向けの個配・流通加工の受託量拡大を図ってまいります。また、生協以外の一般顧客向けに

は、運送・保管・流通加工を一貫サービスで提供する３ＰＬ事業を中心に拡販に取組んでまいります。

本年４月には埼玉県桶川市に新桶川物流センターを開設しました。日用・雑貨品の保管・出荷業務を中心に拡販

を進めるとともに、近隣営業所の共通貨物の集約を行い、事業効率の向上を図っていきます。また、本年６月竣工予定

で騎西物流センターＡ棟の増築に着工いたしました。流通加工業務の中核拠点として、新規・深耕拡販と保管・作業

効率の向上につなげてまいります。

そして、総合マネジメントシステムを活用した更なる品質・安全の向上、ＣＯ２の削減を始めとする環境保全活動

にも取組んでまいります。

　

以上の重点戦略を着実に実行し、当社グループでは電子部品関連、消費関連それぞれが中期事業方針である「新た

な成長」、そして中期事業計画の達成に取組んでまいります。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす事項

には、次のようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項については、有価証券報告書提出日現在におきまして判断したものでありま

す。

 

(1）景気変動

当社グループは電子部品物流及び消費物流を主とした総合物流事業を展開しております。電子部品物流分野では

メーカーの中国等への生産シフトに対応するため海外子会社での物流体制を強化しており、また、消費物流分野で

は国内各地での受託体制を拡大しております。当社の顧客は、各国・地域における景気の変動やそれに伴う消費者

需要の変動などによる影響を受ける可能性があり、それは当社グループの受託業務量の変動などとリンクする部分

があります。そして、各国・地域における景気の後退などは当社グループの業績及び財政状況に影響を及ぼす可能

性があります。

 

(2）為替変動

当社グループでは電子部品物流のグローバル化に対応し、中国、アセアン及び北米で物流事業を展開しておりま

す。メーカーの中国を始めとする海外生産シフトに伴い、海外子会社では受託業務量が増加しております。これらの

海外子会社の財務諸表は現地通貨で作成され、連結財務諸表作成のために円換算されております。また、当社におき

ましてもこれら子会社等に対する外貨建債権債務を有しているため、換算時の為替レートの変動は当社グループの

業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(3）法的規制

当社グループが国内で営む各種事業は事業の公共性やそれに見合うサービスが提供できるように一般貨物自動

車運送事業法(利用運送事業含む)、通関業法及び倉庫業法などの許可を必要としております。また、当社グループが

進出している海外各国でも各種の事業法制のもとに規制を受けております。当社グループでは国内外において必要

な各種認可、ライセンスを取得し法令遵守のもとに物流事業を遂行しておりますが、これらの法律が改廃された場

合、内容によっては当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(4）業界内での競争

顧客の海外への生産シフトに伴う国内貨物量の減少や大手物流事業者の当社グループの物流業域への参入など

により、受託価格やサービス面などの競争は激化しております。当社グループでは専門物流の分野に特化した総合

物流事業を展開する中で、拠点・ネットワークの整備拡充と事業基盤・体質の強化に努め、顧客ニーズに対応した

高品質なサービスを提供してまいりますが、業界内における価格・サービス面での競争激化の状況によっては当社

グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(5）特定顧客（親会社等）の動向

当社グループの親会社であるアルプス電気株式会社(当社発行済株式総数の48.8％を所有)を中心としたアルプ

スグループは、国内外において電子部品、音響製品の製造・販売を行っております。当期において、当社グループが

アルプスグループより受託している物流関連業務の総売上高に占める割合は、約26％となっております。このため、

景気後退などに伴うアルプスグループにおける生産変動によって、当社グループの受託業務量が減少し、当社グ

ループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(6）カントリーリスク

当社グループでは顧客の海外への生産シフトに伴うグローバルな物流ニーズに対応するため、中国、アセアン及

び北米において総合物流事業を展開しております。これらの海外物流市場での事業展開には「予期しない法律又は

税制の変更」、「不利な政治又は経済要因」、「テロ、戦争、その他の社会的混乱」などのリスクが常に内在されて

おります。これらの事象がおきた場合、当社グループの事業の遂行に深刻な影響を与える可能性があります。

 

(7）災害等

当社グループの物流事業は運送、保管及びフォワーダーの物流機能と情報システムによる貨物と情報の一元的な

運用により総合物流としての事業運営を行っております。当社グループでは貨物の地震対策やシステムデータの

バックアップ体制及び受託貨物保険や火災、地震災害保険の付保など対策をとっておりますが、施設内外で発生す

る大規模な災害、停電などによる影響を完全に防止又は軽減できる保証はありません。
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(8）機密情報の漏洩・紛失

当社グループでは、業務に関連して多数の個人（従業員を含む）や顧客の機密情報を入手しております。情報管

理規程の整備や「プライバシーマーク」の認定取得などにより情報の管理には細心の注意を払っておりますが、何

らかの事情によりこれらの情報が外部に漏洩する可能性は否定できません。万が一、個人情報や顧客情報が漏洩し

た場合、当社グループの社会的信用の低下や損害賠償責任を負うことにより、当社グループの業績及び財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。

 

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものです。

 

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づき作成され

ております。

　この連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の数値及び報告期間における収入・費用の数値に影

響を与える見積りを行わなければなりません。この見積りは過去の実績や状況に応じ合理的と考えられるさまざま

な要因に基づき行っております。実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合が

あります。

 

　当社は、特に以下の重要な会計方針が当社グループの連結財務諸表の作成において使用される判断と見積りに影

響を及ぼすものと考えております。

 

①　たな卸資産、有価証券

　当社グループは前連結会計年度から棚卸資産の評価に関する会計基準を適用しております。これにより、営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ４百万円増加しております。

　通常の販売目的で保有するたな卸資産は主に移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）を、時価の無い有価証券は移動平均法による原価法を、時価のある有価証券は

時価法を採用しております。また、その価値が帳簿価額より50％以上下落した時は評価損を計上し、時価のある有

価証券についてはその価値が30％以上50％未満の場合は時価の回復可能性等を判断し、評価損を計上しておりま

す。

　たな卸資産では顧客の将来需要の減少などに伴う陳腐化が生じた場合、有価証券では将来の景気変動などに

よって投資先が業績不振になった場合、評価損の計上が必要となる可能性があります。

 

②　繰延税金資産

　繰延税金資産については、回収可能性があると判断できる金額のみ計上しています。繰延税金資産の回収可能

性を判断するにあたっては、将来の課税所得等を考慮しています。

　すでに計上されている繰延税金資産の全部又は一部を将来回収できないと判断した場合、当該判断を行った

期間に繰延税金資産を取崩し、税金費用として計上することになります。逆に回収可能性がないとして未計上で

あった繰延税金資産が回収可能になったと判断した場合、当該判断を行った期間に繰延税金資産を計上し、税金

費用を減少させることになります。

 

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当社グループは当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当連結会計年度末の発生費用及び引当金の計上を行っております。退職給付費用及び債務は、数理計

算上で設定される前提条件に基づいて算出されております。この前提条件である割引率、期待収益率、脱退率など

が実際の結果と異なる場合、又はこの前提条件の変更は一般的には将来期間における費用及び債務に影響を及ぼ

します。

 

④　固定資産の減損に係る会計基準の適用

　減損損失の認識におきましては、将来キャッシュ・フローの見積り等により行っています。

　今後、市場環境の変化等により固定資産の収益性が見積りより低下した場合、減損損失の計上が必要となる可能

性があります。

 

(2）当連結会計年度の経営成績の分析

①　概況

　当連結会計年度の世界経済は、一昨年秋口からの世界同時不況への対処として、各国協調のもと財政出動や金融

安定化策が実施されたこともあり、地域によるばらつきはあるものの総じて回復基調が続きました。日本におき

ましても、新興国の需要拡大に伴う輸出の増加に支えられ、景気は徐々に持直してまいりました。

　当社グループの主要顧客である電子部品業界においても、年前半には在庫調整が一巡し、エコポイント制度やエ

コカー減税による薄型テレビや自動車の需要の押し上げ効果、中国を中心としたデジタル家電の新興国需要の増

加などによって、年明け以降も回復傾向が続いてきました。
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当社グループにおきましては、当連結会計年度のスタートにあたり、取扱貨物量の本格的な回復には今しばら

く時間がかかるとの見通しに立って、年度方針を「エコドライブ経営」の推進～「守り」を固め、成長に向けた

「攻め」の継続～と定め、事業運営を進めてまいりました。重点施策に、①生産性の向上を中心とした「事業体質

の強化」、②グローバル・ワンチャンネルサービスの拡充や新サービスの創出による「新規・深耕拡販の推

進」、③物流個性の運用徹底による「高い物流品質の維持」を掲げ、売上や利益の確保・拡大に取組んでまいり

ました。また、「グリーンロジスティクスの徹底推進」に向けて、環境保全活動に適したサービス・メニューの提

供を行うとともに、自社においてもＣＯ２の排出量やエネルギー消費量の削減に努めてまいりました。幸いにも電

子部品の市況が回復傾向に向う中、これらの施策の推進によって、前連結会計年度並みの売上を確保するととも

に、営業利益は増益となりました。

当連結会計年度の業績は、売上高で60,807百万円(前期比 0.1％増)となり、営業利益は3,496百万円(同5.3％

増)、経常利益は3,634百万円(同8.7％増)、当期純利益は1,845百万円(同26.7％増)の結果となりました。

 

②　売上高

　売上高は、前連結会計年度と比べ0.1％増収の60,807百万円となりました。

　事業別で見ますと、電子部品物流事業については、年度末まで回復傾向が続きましたが、エレクトロニクス製品

や自動車の需要の中心が新興国向けの中・低価格帯商品にシフトした影響もあり、従前の水準までは戻らず減収

となりました。

  商品販売事業では、電子部品関連の包装資材、成形材料、電子デバイスの販売を行っております。包装資材と成

形材料の販売につきましては、年前半においては顧客の生産調整の影響がありましたが、電子部品の需要回復に

伴って増収となりました。

  消費物流事業では、食料品や衣料品などを主要貨物として事業展開を図っております。景気低迷によって個人

消費が伸び悩む中、引き続き、顧客の物流合理化やアウトソーシング・ニーズに適した提案、拡販活動を推進して

まいりました。売上の８割近くを占める生協関連ビジネスでは、新規取引や受託台数を拡大し、個配業務を中心に

増収を継続しました。

  

③　営業利益

　営業利益は、前連結会計年度と比べ5.3％増益の3,496百万円となりました。

　これは主に、電子部品物流事業での取扱貨物量の変動に応じた変動費比率の改善、労務費・経費の削減による固

定費の引き下げや、生産性の向上を急ピッチで進めたことにより増益となりました。なお、事業別の損益は「業績

等の概要」のとおりであります。

  

④　経常利益

　経常利益は、前連結会計年度と比べ8.7％増益の3,634百万円となりました。

　これは主に営業利益の増加などによるものであります。

　 

⑤　税金等調整前当期純利益

　税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度と比べ9.3％増益の3,613百万円となりました。

　これは主に経常利益の増加などによるものであります。

　 

⑥　法人税等

　法人税等は、前連結会計年度と比べ0.0％減少の1,443百万円となりました。

　また、税金等調整前当期純利益に対する法人税等の比率（負担率）は、前連結会計年度の43.7％から下降し

40.0％となりました。

　これは主に当社にて法人税等調整額の減少があったことなどによるものであります。

　 

⑦　少数株主損益

　少数株主損益は、国内外の連結子会社の少数株主に帰属する利益からなり、当連結会計年度は前連結会計年度と

比べ19.7％減少の323百万円となりました。

　これは主に海外子会社において当期純利益が減少したことなどによるものであります。

 

⑧　当期純利益

　以上の結果、当期純利益は、前連結会計年度と比べ26.7％増益の1,845百万円となりました。

　一株当たり当期純利益は、前連結会計年度の82円34銭に対し、104円32銭となりました。
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(3）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①　キャッシュ・フロー

　営業活動によるキャッシュ・フローでは、当連結会計年度における営業活動の結果、得られた資金は4,743百万

円（前期比1,253百万円の収入増）となりました。これは主に税金等調整前当期純利益の確保3,613百万円などに

よるものです。　　　　

　投資活動によるキャッシュ・フローでは、当連結会計年度における投資活動の結果、使用した資金は1,565百万

円（前期比105百万円の支出減）となりました。これは主にグループ全体での物流施設の新設・拡張、車両購入や

情報システム投資など有形固定資産の取得878百万円、無形固定資産の取得494百万円によるものです。 

　財務活動によるキャッシュ・フローでは、当連結会計年度における財務活動の結果、使用した資金は457百万円

（前期比1,484百万円の支出減）となりました。これは主に保有資産のセール・アンド・リースバックによる収

入543百万円、配当金の支払619百万円、子会社での少数株主への配当金の支払215百万円によるものです。

　現金及び現金同等物の当連結会計年度末の残高は、前連結会計年度末と比べ2,781百万円増加し、10,376百万円と

なりました。

 

②　資産、負債及び純資産の状況

　当連結会計年度における総資産は前連結会計年度末と比べ12.4％増加し52,266百万円に、また、純資産は31,878

百万円となり、自己資本比率は3.9ポイント下降し55.2％となりました。

　流動資産は、前連結会計年度と比べ29.8％増加し22,726百万円となりました。これは主に売上の回復に伴う営業

未収金の増加によるものであります。

　固定資産は、前連結会計年度と比べ2.0％増加し29,539百万円となりました。これは主に投資その他の資産の投

資有価証券や差入保証金などが増加したものであります。

　負債については、前連結会計年度と比べ26.5％増加し20,387百万円となりました。これは主に営業未払金の増加

や未払法人税の増加などによるものであります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度の設備投資については、今後の取扱貨物量の増加とグローバル化や物流の合理化ニーズに対応

する為、国内外における物流拠点及びネットワークの強化・拡充を行いました。これらの結果、当連結会計年度

にて、グループ全体で1,888百万円の設備投資（無形固定資産及び長期前払費用を含む）となりました。 

 

　事業の種目別セグメントの主な設備投資について示すと、次のとおりであります。 

　電子部品物流事業におきましては、当社での新運送システム導入などにより、セグメント合計739百万円の設備

投資を実施いたしました。 

　 

　消費物流事業におきましては、子会社である株式会社流通サービスにおける倉庫の増築などにより、セグメント

合計で1,082百万円の設備投資を行いました。 
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２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

 平成22年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

工具器具
備品

土地
(面積千㎡)

リース資産 合計

古川営業所

（宮城県大崎市）

電子部品物流

事業

商品販売事業

物流拠点 198 37 14

941

(23)

[4]

－ 1,192
59

[76]

相馬営業所

（福島県相馬郡新地町）

電子部品物流

事業
物流拠点 146 1 3

69

(13)

- 

－ 222
19

[7]

小名浜営業所

（福島県いわき市）

電子部品物流

事業
物流拠点 112 12 10

320

(11)

－　　

－ 456
45

[29]

新潟営業所

（新潟県長岡市）

電子部品物流

事業
物流拠点 135 8 2

216

（8)

-

－ 363
6

[7]

郡山営業所

（福島県本宮市）

電子部品物流

事業
物流拠点 238 7 2

957

(18)

- 

－ 1,205
13

[13]

羽生営業所

（埼玉県羽生市）

電子部品物流

事業
物流拠点 90 4 21

161

(6)

[1]

－ 278
40

[25]

高崎営業所

（群馬県藤岡市）

電子部品物流

事業
物流拠点 243 5 8

287

(4)

- 

－ 545
20

[45]

長野営業所

（長野県上伊那郡南箕輪村）

電子部品物流

事業
物流拠点 278 4 10

265

(8)

[3]

－ 561
21

[14]

横浜営業所

（神奈川県横浜市港北区）

電子部品物流

事業
物流拠点 1,213 12 29

5,909

(31)

－

－ 7,165
87

[64]

松戸営業所

（千葉県松戸市）

電子部品物流

事業
物流拠点 8 39 10

-

-

 [12]

－ 58
13

[63]

静岡営業所

（静岡県袋井市）

電子部品物流

事業
物流拠点 212 3 2

578

(7)

- 

－ 797
7

[16]

相良営業所

（静岡県牧之原市）

電子部品物流

事業
物流拠点 5 3 1

-

-

[2]

－ 10
8

[7]

名古屋営業所

（愛知県春日井市）

電子部品物流

事業
物流拠点 18 5 5

48

(0)

[10]

－ 77
25

[32]

瀬戸営業所

（愛知県瀬戸市）

電子部品物流

事業
物流拠点 0 0 3

-

-

[9]

－ 4
11

[28]

大阪営業所

（大阪府茨木市）

電子部品物流

事業
物流拠点 291 14 13

1,071

(8)

- 

－ 1,390
33

[36]

東大阪営業所

（大阪府東大阪市）

電子部品物流

事業
物流拠点 9 5 8

-

-

[4] 

－ 23
11

[34]

福岡営業所

（福岡県福岡市東区）

電子部品物流

事業
物流拠点 0 0 1

-

-

-

－ 3
3

[2]

秋田営業所

（秋田県にかほ市）

電子部品物流

事業
物流拠点 231 25 20

167

(20)

-

－ 445
101

[18]
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事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

工具器具
備品

土地
(面積千㎡)

リース資産 合計

東京港センター

（東京都大田区）

電子部品物流

事業
物流拠点 260 4 12

- 

- 

[3]　

－ 277
47

[7]

成田営業所

（千葉県山武郡芝山町）

電子部品物流

事業
物流拠点 1,619 47 19

307

(11)

- 

－ 1,993
61

[50]

本社

（神奈川県横浜市港北区）
全社 本社設備 63 4 30

-

-

-

188 290
105

[14]

　（注）１　上記帳簿価額には建設仮勘定は含まれておりません。なお、金額には消費税等は含まれておりません。

２　土地及び建物の一部を賃借しており、年間賃借料は土地34百万円、建物893百万円であります。

賃借している土地の面積については［　］で外書しております。

３　現在休止中の主要な設備はありません。

４　従業員数の［　］は、臨時従業員を外書しております。

 

(2）国内子会社

 平成22年３月31日現在

会社名
事業所名
 （所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

工具器具
備品

土地
(面積千㎡)

リース資産 合計

株式会社

流通サービス

本社営業所

（埼玉県草加

市） 

他119営業所

消費物流事業 物流拠点 3,391 305 62

1,499

(23)

[80]

313 5,572
2,195

[2,504]

　（注）１　上記帳簿価額には建設仮勘定は含まれておりません。なお、金額には消費税等は含まれておりません。

２　土地及び建物の一部を賃借しており、年間賃借料は747百万円であります。

賃借している土地の面積については［　］で外書しております。

３　現在休止中の主要な設備はありません。

４　上記の他、株式会社流通サービスには主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。

名称 台数（台）
リース期間
（年）

年間リース料
（百万円）

リース契約残高
（百万円）

機械装置及び物流機器 4 5～7 19 11

電子計算機及び周辺機器 3 5～6 2 8

事業用車両等 40 3～6 36 15

計 47 － 58 35

 

５　従業員数の［　］は、臨時従業員を外書しております。
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(3）在外子会社

 平成22年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

工具器具
備品

土地
(面積千㎡)

リース資産 合計

ALPS LOGISTICS HONG
KONG LTD.（香港・九龍）

電子部品物流

事業
物流拠点 3 1 1

 
－ 

 
－ 

6
102

[8]

ALPS LOGISTICS （S）
PTE. LTD.
（シンガポール） 

電子部品物流

事業
物流拠点 6 2 13

 
－ 

 
－ 

23
53

[－]

ALPS NAIGAI LOGISTICS 
（MALAYSIA） SDN. BHD.
（マレーシア・

　ネグリセンビラン） 

電子部品物流

事業
物流拠点 0 0 3

 
－ 

 
－ 

4
88

[－]

TIANJIN ALPS TEDA
LOGISTICS CO., LTD.
（中国・天津市） 

電子部品物流

事業
物流拠点 339 139 39 － － 518

495

[10]

ALPS LOGISTICS
（SHANGHAI） CO., LTD.
（中国・上海市） 

電子部品物流

事業

商品販売事業

　

物流拠点 696 7 29
 
－ 

 
－ 

733
103

[38]

ALPS LOGISTICS
(GUANGDONG) CO., LTD.
（中国・広東省東莞市）

電子部品物流

事業
物流拠点 44 12 5 － － 62

87

[－]

ALPS LOGISTICS 
（USA）, INC.
（米国・カリフォルニア州） 

電子部品物流

事業
物流拠点 161 － 2 － － 164

36

[3]

DALIAN ALPS TEDA
LOGISTICS CO., LTD.
（中国・遼寧省大連市） 

電子部品物流

事業

商品販売事業

物流拠点 161 1 11
 
－ 

 
－ 

173
97

[2]

SHANGHAI ALPS
LOGISTICS CO., LTD.
（中国・上海市） 

電子部品物流

事業
物流拠点 6 4 10 － － 21

121

[10]

ALPS LOGISTICS MEXICO,
S. A. DE C. V.
（メキシコ・レイノサ市） 

電子部品物流

事業
物流拠点 1 － 9 － － 11

47

[－]

ALPS LOGISTICS
(THAILAND) CO., LTD.
（タイ・バンコク市） 

電子部品物流

事業
物流拠点 － － 5 － 1 6

13

[－]

　（注）１　上記帳簿価額には建設仮勘定は含まれておりません。なお、金額には消費税等は含まれておりません。

２　建物の一部を賃借しており、年間賃借料は539百万円であります。

３　現在休止中の主要な設備はありません。

４　従業員数の［　］は、臨時従業員を外書しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

会社名
事業所名
（所在地）

事業の

種類別

セグメント

の名称

設備の
内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び
完了予定年月 完成後の

増加能力総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

提出会社
　

秋田営業所　
(岩手県北上市)　　

電子部品
物流事業

土地・建物
(倉庫建設)　

　

319 －
自己資金　　

　
平成22年
6月　

平成23年
3月　

2,003㎡　

提出会社
　　　

小名浜営業所
(福島県いわき市)

　

電子部品
物流事業　

　　

建物　　
(倉庫増築)

　　
383 －

自己資金　　
　

平成22年
6月　

平成23年
3月　

3,200㎡　

　（注）上記金額には消費税等は含みません。

　　　 

(2）重要な設備の除却等

　平成22年3月31日現在、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成22年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年６月23日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 17,737,200 17,737,200
東京証券取引所

市場第二部
単元株式数　100株

計 17,737,200 17,737,200 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年２月１日以後に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありません。　

　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成16年10月１日

（注）
1,402,20017,737,200 855 2,349 589 2,029

　（注）　ＴＤＫ物流株式会社との合併（合併比率１：0.82）に伴うものです。

　

（６）【所有者別状況】

 平成22年３月31日現在

区分

株式の状況(単元株式数100株)
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数

(人)
― 19 15 114 56 1 1,413 1,618 ―

所有株式数

(単元)
― 30,124 2,245 104,15525,123 1 15,712177,360 1,200

所有株式数

の割合(％)
― 17.0 1.3 58.7 14.2 0.0 8.9 100.0 ―

　（注）１　自己株式41,670株は、「個人その他」に416単元、「単元未満株式の状況」に70株含まれております。

なお、期末日現在の実質的な所有株式数は、株主名簿上の株式数と同一であります。

２　「その他の法人」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が３単元含まれております。
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（７）【大株主の状況】

 平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

アルプス電気株式会社 東京都大田区雪谷大塚町１番７号 8,263 46.6

ビービーエイチ　フォー　フィデリティー　

ロープライス　ストック　ファンド

(常任代理人　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行)

東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,723 9.7

ＴＤＫ株式会社 東京都中央区日本橋１丁目13番１号 1,402 7.9

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社
東京都中央区晴海１丁目８番11号 871 4.9

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 東京都港区浜松町２丁目11番３号 608 3.4

ＮＣＴ信託銀行株式会社 東京都品川区東品川２丁目３番14号 434 2.4

アルパイン株式会社 東京都品川区西五反田１丁目１番８号 396 2.2

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町２丁目２番２号 218 1.2

ドイツ証券株式会社
東京都千代田区永田町２丁目11番１号

山王パークタワー　
195 1.1

アルプス物流社員持株会 横浜市港北区新羽町1756 158 0.9

計 ― 14,271 80.5

　（注）１　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 871千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 608千株

ＮＣＴ信託銀行株式会社 434千株

野村信託銀行株式会社 218千株

２　次の法人から、当事業年度に大量保有報告書の写しの提出があり、次のとおり株式を保有している旨の報告を

受けておりますが、当事業年度末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので上記

「大株主の状況」では考慮しておりません。

提出者の氏名又は名称
提出日

(報告義務発生日)
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

スパークス・アセット・マネジメント株式会社
平成22年３月２日

(平成22年２月26日)
735 4.1

野村證券株式会社
平成22年４月５日

(平成22年３月31日)
197 1.1

NOMURA INTERNATIONAL PLC　
平成22年４月５日

(平成22年３月31日)
0 0.0

野村アセットマネジメント株式会社
平成22年４月５日

(平成22年３月31日)
921 5.2
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式  　  41,600
―

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式  17,694,400176,944 同上

単元未満株式 普通株式       1,200 ― 同上

発行済株式総数 17,737,200 ― ―

総株主の議決権 ― 176,944 ―

　（注）１　「完全議決権株式(その他)」の中には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。ま

た、「議決権の数」の中には、同社名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。

２　「単元未満株式」の中には、当社所有の自己株式が70株含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

(自己保有株式)

株式会社アルプス物流

神奈川県横浜市港北区新羽

町1756番地
41,600 ― 41,600 0.2

計 ― 41,600 ― 41,600 0.2

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得。

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 74 62,104

当期間における取得自己株式 － －

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

その他

（―）
－ － － －

保有自己株式数 41,670 － 41,670 －
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３【配当政策】

　当社は、利益配当につきましては、安定的に配当を行うことを第一に、その水準の向上に努めてまいります。配当の水

準につきましては、有利子負債の削減による財務体質の向上を進めるとともに、①株主への利益還元、②将来の成長に

向けての投資、③内部留保のバランスを考慮して決定することとしています。

 　　 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会としております。また、中間配当については「取締役会の

決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定めており、取締役会にて行

うこととしております。

　当事業年度につきましては、中間配当として１株につき17円50銭、期末配当として１株につき17円50銭の配当を実施

し、年間で35円の配当となっております。

　内部留保資金の使途につきましては、有利子負債の返済及び設備投資に充当してまいります。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

　　　

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成21年11月10日

取締役会決議
309 17.50

平成22年６月23日

定時株主総会決議
309 17.50

 

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高(円) 2,800 2,740 2,160 1,276 945

最低(円) 1,985 1,990 880 609 694

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高(円) 890 895 850 860 867 918

最低(円) 819 825 790 811 822 802

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名及び職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

取締役社長

　

代表取締役

山﨑　孝一 昭和23年２月27日生

昭和45年４月アルプス電気(株)入社

(注)３ 8,000

平成10年４月同　営業本部副本部長

平成10年６月同　取締役

平成18年６月当社常務取締役

平成19年４月同　国内事業本部長

平成19年６月同　代表取締役社長（現任）

常務取締役

 

事業本部長

佐伯　和好 昭和29年６月30日生

昭和53年４月アルプス電気(株)入社

(注)２ 1,900

平成19年12月当社入社

平成20年７月同　国内事業本部副本部長

平成21年４月同　国際事業本部長

 同　事業推進担当

平成21年６月同　取締役

平成22年６月同　常務取締役　事業本部長

（現任）　

取締役 片岡　政隆 昭和21年６月30日生

昭和47年４月アルプス電気(株)入社

(注)２ 33,000昭和63年６月同　代表取締役社長（現任）

平成５年６月 当社取締役（現任）

取締役 川添　藤夫 昭和13年11月28日生

昭和32年４月大和運輸(株)（現ヤマト運輸
(株)）入社

(注)２ 5,000
昭和49年10月(株)流通サービス設立

同　代表取締役社長（現任）

平成８年10月当社顧問

平成９年６月 同　取締役（現任）

取締役

 

 情報システム担当

多田　利博 昭和25年２月17日生

昭和48年４月アルプス電気(株)入社

(注)２ 3,800

平成７年10月当社入社

平成９年２月 同　情報システム部長

平成15年６月同　取締役　情報システム担当（現

任）

取締役

 

中国担当

須藤　泰秀 昭和24年10月６日生

昭和63年２月アルプス電気(株)入社

(注)２ 14,300

平成６年７月 当社入社
ALPS LOGISTICS HONG KONG LTD.
董事長

平成16年10月当社海外事業本部中国現法担当

平成17年６月同　取締役（現任）

平成17年11月SHANGHAI ALPS LOGISTICS CO.,
LTD.総経理（現任）

平成21年４月当社中国担当（現任）

取締役

　

営業担当　

泉　紳一郎 昭和29年８月16日生

昭和52年４月野村證券(株)入社

(注)３ 3,000

昭和55年４月東京電気化学工業(株)(現

TDK(株))入社

平成21年４月当社入社

同　理事　営業副担当兼戦略営業部

長

平成22年６月同　取締役　営業担当（現任）
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役名及び職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

常勤監査役 法華津　忠 昭和23年11月18日生

昭和46年４月アルプス電気(株)入社

(注)４ 5,000

平成５年２月 当社入社　

平成10年４月同　第三営業部長

平成13年４月同　事業企画部長

平成15年４月同　事業推進部長 

平成20年７月同　国内事業本部長

平成21年６月同　常勤監査役（現任）

監査役 幸頭　英治 昭和20年２月８日生

昭和44年３月アルプス電気(株)入社

(注)４ 2,100
平成12年６月同　取締役

平成16年６月同　常務取締役

平成21年６月当社監査役（現任）

監査役 竹之内　明 昭和22年５月26日生
昭和54年４月弁護士登録

(注)４ ―
平成14年６月当社監査役（現任）

監査役 吉野　賢治 昭和12年２月８日生　

昭和44年10月

　
公認会計士登録

(注)５　 ―平成17年６月　アルプス電気(株)監査役（現任）

平成18年６月

平成20年６月

アルパイン(株)監査役（現任）

当社監査役（現任）

   計　  76,100

　（注）１　監査役幸頭　英治、監査役竹之内　明及び監査役吉野　賢治は、会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま

す。

　２　平成21年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

３　平成22年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

４　平成21年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５　平成20年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

① 基本的な考え方

　当社グループは、当社の親会社であるアルプス電気株式会社を中心としたアルプスグループに属しており、当社は

同グループにおける物流事業部門の基幹会社と位置付けられています。

　アルプスグループでは、コーポレート・ガバナンスを「企業価値を増大するため、経営層に対して適正かつ効率的

な意思決定と業務執行、ならびにステークホルダーに対する迅速な結果報告を動機付け、健全かつ効率的で透明性

のある経営を実現する仕組みの構築・運用」と定義しています。そして、株主を始め、全てのステークホルダーの利

益最大化が重要と考え、企業価値の最大化を図り、かつステークホルダー間の利益をバランス良く満たし、その利益

を直接・間接的に還元することを基本としています。

　当社グループは、アルプスグループの一員として公共的・社会的使命（ＣＳＲ）を果すべく、アルプスグループの

創業の精神を表す「社訓」を経営及びＣＳＲの原点と位置付け、当社グループ全体の健全で効率的な企業活動を推

進していきます。
　
② 会社の機関の内容

　１) 会社の機関の基本説明　

　当社は経営の健全性の確保と効率性の向上をバランス良く保つとの観点から、会社機関として監査役設置会社

を採用しており、経営執行上の監視・監督は、取締役会から独立した監査役会が会計監査人や内部監査部門との

緊密な連携の下その責務を負っています。また、監査役には当社の業務に精通した者の他、法律の専門家または実

務経験者、及び会計の専門家または実務経験者を置くようにし、法務面及び会計面等からの監査を実施している

ことから、経営の監視機能の面で十分に機能する体制が整っていると考えています。従いまして、現状の体制で当

社のガバナンスは十分に機能していると考えており、社外取締役の選任は行なっておりません。
 

 
２) 取締役・取締役会

　取締役会は、経営の基本方針や経営に関する重要事項を審議・決定するとともに、職務執行状況の監視・監督を

行う機関と位置付けています。また、取締役会は機動的な運営が可能な人数で構成されており、毎月１回の定例開

催に加え、必要に応じて臨時開催を行い、重要事項を全て付議し、充分な討議を経た上で決議を行っています。

　そして、担当取締役を本社の各機能及び事業本部ごとに設置し、執行責任の所在を明確にすることにより、適正

かつ効率的に職務の執行が行われる体制をとっています。 
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３) 監査役・監査役会

　監査役は、取締役会に出席するとともに、取締役の職務執行及び国内外の関係会社を含めた監査を実施していま

す。監査役会は、監査に関する重要事項の報告を受け、協議・決定を行っています。社外監査役を含む監査役の職

務を補助する組織として、監査役室を設置し、機動性を高めた監査活動が可能な体制を整備しています。また監査

役は、会計監査人、内部監査室、コンプライアンス担当及び経理部門と緊密な連携を保つため、定期的に監査業務

連絡会を開催し意見交換するなど、監査が実効的に行われる体制を確保しています。

　監査役は期末日現在４名で構成され、うち３名が社外監査役です。社外監査役は、適法性監査の実効性を確保す

るため法律の専門家、並びに会計監査の実効性を確保するため会計の専門家を選任しており、主な活動として以

下の事項があります。

イ．監査役会及び取締役会への出席と意見陳述

ロ．監査業務連絡会（監査役、会計監査人、コンプライアンス・内部監査・経理部門）への出席と意見陳述

ハ．経営計画会議への出席

ニ．代表取締役との定期会合（監査報告及び意見交換等）を開催

ホ．内部監査部門及び会計監査人と連携し、当社及び国内外の関係会社に対し監査を実施　
 

４) 会計監査人

　会計監査人については、新日本有限責任監査法人を選任しています。会計監査人は、内部監査室及び監査役と必

要に応じ、情報交換を行うことで相互の連携を深めています。当期において業務を執行した新日本有限責任監査

法人の公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については以下のとおりです。

・業務を執行した公認会計士の氏名

宗像雄一郎、矢崎弘直

＊継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しています。

＊同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与すること

のないよう措置をとっています。

・会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士３名、会計士補等７名
 

５) 社外取締役及び社外監査役との関係

　当社は社外取締役を選任していません。社外監査役３名と当社との間には人的関係、資本的関係または取引関係

その他の利害関係はありません。

　幸頭英治氏は、親会社であるアルプス電気株式会社の取締役として培われた経営に対する経験・見識がありま

す。また、当社グループの主要顧客である電子部品業界並びにそれに関連する物流業務についても、深い専門性を

有しており、監査の実効性を併せて確保しています。

　吉野賢治氏は、公認会計士の資格を有し、財務及び会計に関する相当程度の知見があり、会計監査の実効性を併

せて確保しています。また、親会社の監査役を兼任しており、併せて東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし

て指定し、同取引所に届け出ています。

　竹之内明氏は、弁護士の資格を有しており、法律に関する相当程度の知見があり、適法性の実効性を併せて確保

しています。また、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ています。
　

６) 内部監査室

　当社では内部監査室（５名）を設置し、当社及び国内外の関係会社について、業務の有効性と効率性を含めた監

査を実施しております。監査結果を定期的に取締役会に報告し、牽制機能の充実を図るとともに、業務改善提案も

行っています。

　また、アルプスグループ監査連絡会に参加し、アルプスグループにおける監査情報の交換を図っております。
 
７) ＣＳＲ委員会

　当社は企業の社会的責任を果たすため、代表取締役社長の直轄組織としてＣＳＲ委員会を設置しています。当委

員会は、５つの部会（内部統制・リスクマネジメント・規程管理・情報管理・環境）で構成され、委員会ではＣ

ＳＲ全社方針・体制に関する事項や各部会の活動方針の審議・決定及び進捗状況の確認を行い、各部会では定め

られた方針に基づき活動しております。必要に応じ代表取締役社長及び取締役会に対し、活動状況の報告、方針等

の提案を行っております。
 
８) 経営計画会議

　取締役及び常勤監査役が出席のもと、経営計画会議を年２回開催し、当社ならびに当社グループ各社の中・短期

の経営計画に関する審議と情報の共有化を図っています。そして、経営計画の重要項目については、各社の取締役

会で決議し、業務遂行が行われています。
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 当社の業務執行・経営の監視・内部統制・リスク管理体制の整備の状況の模式図は次のとおりです。

 

 

③ その他コーポレート・ガバナンスに影響を与えうる特別な事情

　当社グループでは、コーポレート・ガバナンスの「基本的な考え方」をベースに、アルプスグループ経営規範

（「グループ経営規程」、「グループコンプライアンス憲章」及び「グループ環境憲章」）のもとで、当社グルー

プ全体の体制整備に努めています。

　アルプス電気株式会社は当社の親会社であり、親会社の取締役１名が当社の取締役を、また親会社の監査役１名が

当社の監査役を兼務しています。当社は、アルプスグループの中で、上場会社として自主性を尊重されており、経営

計画の立案、業績管理を行い、自立した経営判断のもと事業活動を展開しています。

　

　支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

　親会社及び親会社グループ各社との取引については、市場価格をベースとし、親子関係を利用した不当な値引き

要求や見積りの過大評価等を自主的に規制し、公正な価格で取引を行っております。

 

④ 内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

1)内部統制システムの基本的な考え方　

　当社グループはアルプスグループの一員として公共的・社会的使命（ＣＳＲ）を果すべく、アルプスグループの

創業の精神を表す「社訓」を経営及びＣＳＲの原点とし、当社グループ全体の健全で効率的な企業活動を確保する

ための体制の充実を図っています。

 

2)内部統制システムの整備状況 

ⅰ) 取締役の法令及び定款適合性を確保するための体制

　当社は、アルプスグループコンプライアンス憲章のもとに倫理規定を制定し、コンプライアンスについての理念

と行動指針を定めています。

・人事総務部は、社会規範・企業倫理・法令を遵守した行動の推進を図っています。

・取締役会の議案については、取締役会規則に基づき人事総務部が、外部の法律の専門家によるチェックも含め

て、適法性や合理性に関する確認を行い、取締役会の決議の適法性を確保しています。

・人事総務部は、原則として全ての契約の作成に際し、社内における検討・確認を行うとともに、外部の法律の専

門家に審査を依頼することで、適法性及び合理性の確認を行っています。

・監査役による適法性監査及び会計監査の実効性を確保するため、監査役には当社の事業に精通した者の他、法
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律の専門家または実務経験者、及び会計の専門家または実務経験者を置くようにしています。

 

ⅱ) 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の意思決定に至る過程及び意思決定に基づく執行の状況を、文書または電子データで保存・管理してい

ます。また、各担当部門が保管する情報・保存方法を明確にし、必要に応じて閲覧可能な状態を維持しています。

 

ⅲ) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　業務執行にかかる種々のリスクについては、当社グループ各社で業務規程の見直しを行い、経営が関与すべき重

要なリスクの評価・把握を行う体制の整備を進めています。

・重要な業務については、各部署で進める業務プロセスの整備とその運用を管理し、内部統制システムの効率的

な運用を進めています。

・当社グループ各社間でリスクに関する情報の共有化を図ります。

 

ⅳ) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　本社の各機能及び事業本部ごとに担当取締役を設置し、執行責任の所在を明確にすることにより、適正かつ効率

的に職務が行われる体制をとっています。

・取締役会で経営計画の大綱を作成し、それに基づいて各部署において中短期目標の策定及び業績管理を行って

います。

・内部監査室は、業務の有効性と効率性も監査対象とし、取締役会に対して結果報告のみならず改善提案を行い、

監査役会及び会計監査人に対しても監査結果を報告しています。

 

ⅴ) 使用人の職務執行の法令及び定款適合性を確保するための体制

　監査役、内部監査室などの内部統制機関及び人事総務部は、相互に連携の上、コンプライアンス上の問題の有無

の把握に努めています。

・内部監査室は、連結子会社の業務執行部門等と連携をとりながら、当社グループ全体の内部統制システム構築

とその運用状況を監査し、改善策等の提案を行います。

・人事総務部は、健全な企業風土を醸成するため、全社的なコンプライアンス教育を定期的に実施しています。

・社内通報制度（倫理ホットライン）を設置し、企業倫理や社内規定及び法令に係る違反を防止、早期発見及び

その是正を図っています。

 

ⅵ) 親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

　アルプスグループの創業の精神（社訓）を経営の原点と位置づけ、アルプスグループ経営規範（グループ経営

規程、グループコンプライアンス憲章及びグループ環境憲章）のもとに、当社グループ全体の体制整備に努めて

います。

・当社グループ各社に関する重要事項について、社内規定に基づき当社の取締役会において審議・報告されてい

ます。

・当社グループ内での取引、またアルプスグループ各社と当社グループの取引価格の設定については市場価格を

ベースとし、親子関係を利用した不当な値引き要求や見積りの過大評価等を自主的に規制し、公正な価格で取

引を行っております。

・アルプスグループ監査連絡会に参加し、アルプスグループにおける監査役・内部監査室の連携強化を図ってい

ます。

・当社はアルプスグループにおいて自主性を尊重されており、自立した経営判断のもと事業活動を展開していま

す。

 

ⅶ) 監査役の職務を補助する使用人に関する事項

　監査役の職務を補助する組織として、監査役室を設置しています。また、監査業務の実行に際しては、内部監査室

が監査役の監査業務を補助しています。

 

ⅷ) 監査役補助者の取締役からの独立性に関する事項

　監査役室及び内部監査室長の人事異動・人事考課については監査役会の同意を要するものとしています。
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ⅸ) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制

　内部不正行為や会社に著しい損害を及ぼすおそれのある重要事項については、取締役はすみやかにこれを監査

役に報告し、要求があれば監査役会に出席して必要な資料を提出するとともに説明を行う体制をとっています。

また、社内通報制度（倫理ホットライン）により使用人が常勤監査役または内部監査室長に報告する体制をとっ

ています。

 

ⅹ) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保する体制

　監査役は、会計監査人、内部監査室、コンプライアンス担当及び経理部門と緊密な連携を保つため、定期的に監査

業務連絡会を開催して意見交換を行っています。

 

3)反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方と整備状況

　当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一切関係をもたず、更にそれら

からの要求を断固拒否する方針を堅持します。

　人事総務部が反社会的勢力及び団体に関する対応を統括する組織として、社内関係部門及び警察等外部専門機関

との協力体制を整備しています。また、不当要求に対応するため、該当部門への情報提供や教育を行っています。

 

4)取締役の定数

　当社の取締役は、15名以内とする旨を定款に定めております。

 

5)取締役の選任の決議要件

　当社の取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、

その議決権の過半数をもって行う旨、及び累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

 

6)株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

　当社は、半期ごとの安定的かつ継続的な株主への利益還元を可能とするため、会社法第454条第５項の規定により、

取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

 

7)株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

　これは、株主総会における定足数を緩和することにより、株主総会の機動的な運営を可能とすることを目的として

おります。

　

⑤ 役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分 
報酬等の総額

（百万円） 

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数

（人） 基本報酬 賞与 退職慰労金

取締役 141 97 23 20  ８

監査役

（社外監査役を除く）
15　 15 － －  ３

社外監査役 17 17 － － ３

(注)1.取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与及び賞与は含んでおりません。

2.上記の取締役及び監査役の人数及び報酬等の総額には、平成21年６月23日開催の第45回定時株主総会

の終結の時をもって任期満了により退任した監査役１名及び辞任した監査役１名を含んでおります。

3.上記の取締役の報酬等の総額には、当事業年度において計上した未払役員賞与及び役員退職慰労引当

金繰入額を含んでおります。 

　

　　　　ロ．役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針　

　取締役への報酬は、社内規定に定められた基準に基づき公正に決定されており、そこにおいて短期及び中長期の

業績向上に対するインセンティブを考慮することで有効に機能していると認識しています。
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⑥ 株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　　12銘柄　402百万円　

　

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)
保有目的

アルパイン（株） 150,000 170 営業政策

太陽誘電（株） 62,222 91 営業政策

高千穂交易（株） 50,000 47 営業政策

（株）近鉄エクスプレス 12,589 30 営業政策

（株）横浜銀行 60,000 27 財務政策

ニチコン（株） 10,052 11 営業政策

（株）三井住友フィナンシャルグループ 2,800 8 財務政策

（株）三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 8,000 3 財務政策

中央三井トラスト・ホールディングス（株） 3,000 1 財務政策

日本シイエムケイ（株） 1,100 0 営業政策

　

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 53 － 47 －

連結子会社 35 3 50 －

計 88 3 97 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

　（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

　

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。　

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

　

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。　

 

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　　なお、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月

31日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の財務諸表並びに当連

結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成21年４月１日か

ら平成22年３月31日まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
 　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人

財務会計基準機構へ加入し、会計基準設定主体等の行なう研修に積極的に参加しております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,888 10,607

受取手形及び営業未収金 7,420 9,615

商品 580 599

貯蔵品 42 35

繰延税金資産 486 698

その他 1,102 1,180

貸倒引当金 △8 △9

流動資産合計 17,513 22,726

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※
 19,891

※
 20,479

減価償却累計額 △9,593 △10,283

建物及び構築物（純額） 10,298 10,195

機械装置及び運搬具 5,732 5,785

減価償却累計額 △4,775 △5,059

機械装置及び運搬具（純額） 957 725

工具、器具及び備品 2,190 2,286

減価償却累計額 △1,679 △1,855

工具、器具及び備品（純額） 511 431

土地 ※
 12,802

※
 12,802

リース資産 305 685

減価償却累計額 △52 △181

リース資産（純額） 253 503

建設仮勘定 258 ※
 484

有形固定資産合計 25,081 25,143

無形固定資産

のれん － 4

リース資産 － 354

その他 1,290 1,021

無形固定資産合計 1,290 1,381

投資その他の資産

投資有価証券 272 405

繰延税金資産 592 617

その他 1,739 1,998

貸倒引当金 △9 △6

投資その他の資産合計 2,593 3,014

固定資産合計 28,966 29,539

資産合計 46,479 52,266
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

営業未払金 3,215 5,134

短期借入金 ※
 2,472

※
 3,044

リース債務 96 274

未払法人税等 440 1,294

繰延税金負債 3 4

賞与引当金 1,046 1,242

未払費用 1,530 1,655

設備関係支払手形 45 482

その他 959 758

流動負債合計 9,808 13,892

固定負債

長期借入金 ※
 4,566

※
 3,972

リース債務 171 627

退職給付引当金 1,212 1,409

役員退職慰労引当金 277 314

その他 78 170

固定負債合計 6,305 6,495

負債合計 16,114 20,387

純資産の部

株主資本

資本金 2,349 2,349

資本剰余金 2,029 2,029

利益剰余金 23,818 25,044

自己株式 △50 △50

株主資本合計 28,146 29,373

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △60 17

為替換算調整勘定 △636 △557

評価・換算差額等合計 △697 △540

少数株主持分 2,915 3,045

純資産合計 30,364 31,878

負債純資産合計 46,479 52,266
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 60,776 60,807

売上原価 ※1
 53,414

※1
 53,111

売上総利益 7,362 7,696

販売費及び一般管理費 ※2
 4,041

※2
 4,199

営業利益 3,320 3,496

営業外収益

受取利息 67 17

受取配当金 7 3

保険返戻金 112 134

その他 125 150

営業外収益合計 313 306

営業外費用

支払利息 129 116

為替差損 119 27

その他 40 23

営業外費用合計 289 168

経常利益 3,344 3,634

特別利益

固定資産売却益 ※3
 58

※3
 0

貸倒引当金戻入額 2 0

補助金収入 － 17

特別利益合計 60 18

特別損失

固定資産除売却損 ※4
 46

※4
 22

前期損益修正損 54 －

固定資産圧縮損 － 13

その他 － 4

特別損失合計 100 40

税金等調整前当期純利益 3,304 3,613

法人税、住民税及び事業税 1,277 1,743

法人税等調整額 166 △299

法人税等合計 1,444 1,443

少数株主利益 403 323

当期純利益 1,457 1,845
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,349 2,349

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,349 2,349

資本剰余金

前期末残高 2,029 2,029

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,029 2,029

利益剰余金

前期末残高 22,980 23,818

当期変動額

剰余金の配当 △619 △619

当期純利益 1,457 1,845

当期変動額合計 837 1,226

当期末残高 23,818 25,044

自己株式

前期末残高 △50 △50

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △50 △50

株主資本合計

前期末残高 27,308 28,146

当期変動額

剰余金の配当 △619 △619

当期純利益 1,457 1,845

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 837 1,226

当期末残高 28,146 29,373
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 12 △60

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△73 77

当期変動額合計 △73 77

当期末残高 △60 17

為替換算調整勘定

前期末残高 327 △636

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△963 78

当期変動額合計 △963 78

当期末残高 △636 △557

評価・換算差額等合計

前期末残高 340 △697

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,037 156

当期変動額合計 △1,037 156

当期末残高 △697 △540

少数株主持分

前期末残高 2,937 2,915

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △21 130

当期変動額合計 △21 130

当期末残高 2,915 3,045

純資産合計

前期末残高 30,586 30,364

当期変動額

剰余金の配当 △619 △619

当期純利益 1,457 1,845

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,059 286

当期変動額合計 △221 1,513

当期末残高 30,364 31,878
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 3,304 3,613

減価償却費 1,780 1,638

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2 △2

賞与引当金の増減額（△は減少） 12 196

退職給付引当金の増減額（△は減少） 126 196

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △13 37

受取利息及び受取配当金 △75 △20

支払利息 129 116

固定資産除売却損 46 22

売上債権の増減額（△は増加） 1,889 △2,180

たな卸資産の増減額（△は増加） △127 △5

仕入債務の増減額（△は減少） △1,404 1,908

その他の流動負債の増減額（△は減少） △67 229

その他 112 △125

小計 5,716 5,625

利息及び配当金の受取額 76 20

利息の支払額 △131 △117

法人税等の支払額 △2,171 △947

法人税等の還付額 － 162

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,490 4,743

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） 55 64

投資有価証券の取得による支出 △3 △3

有形固定資産の取得による支出 △1,563 △878

有形固定資産の売却による収入 14 16

無形固定資産の取得による支出 △349 △494

無形固定資産の売却による収入 278 －

その他投資活動による収入 130 180

その他投資活動による支出 △233 △451

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,671 △1,565

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △740 △0

長期借入れによる収入 400 500

長期借入金の返済による支出 △780 △522

セール・アンド・リースバックによる収入 － 543

リース債務の返済による支出 － △141

配当金の支払額 △619 △619

少数株主への配当金の支払額 △171 △215

少数株主からの払込みによる収入 24 －

その他財務活動による支出 △54 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,941 △457

現金及び現金同等物に係る換算差額 △685 60

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △808 2,781

現金及び現金同等物の期首残高 8,403 7,595

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 7,595

※
 10,376
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項 　子会社はすべて連結されております。

　当該連結子会社は、

株式会社流通サービス

ALPS LOGISTICS HONG KONG LTD.

ALPS LOGISTICS （S） PTE. LTD.

ALPS NAIGAI LOGISTICS （MALAYSIA）

SDN. BHD.

TIANJIN ALPS TEDA LOGISTICS CO.,

LTD.

ALPS LOGISTICS（SHANGHAI） CO.,

LTD.

ALPS LOGISTICS (GUANGDONG) CO.,

LTD.

ALPS LOGISTICS （USA）, INC.

DALIAN ALPS TEDA LOGISTICS CO.,

LTD.

SHANGHAI ALPS LOGISTICS CO., LTD. 

ALPS LOGISTICS MEXICO, 

S. A. DE C. V.

ALPS LOGISTICS (THAILAND) CO., LTD.

の12社であります。

　ALPS LOGISTICS (THAILAND) CO., LTD.

については、当連結会計年度において新た

に設立したことにより、当連結会計年度よ

り連結の範囲に含めております。

　子会社はすべて連結されております。

　当該連結子会社は、

株式会社流通サービス

ALPS LOGISTICS HONG KONG LTD.

ALPS LOGISTICS （S） PTE. LTD.

ALPS NAIGAI LOGISTICS （MALAYSIA）

SDN. BHD.

TIANJIN ALPS TEDA LOGISTICS CO.,

LTD.

ALPS LOGISTICS（SHANGHAI） CO.,

LTD.

ALPS LOGISTICS (GUANGDONG) CO.,

LTD.

ALPS LOGISTICS （USA）, INC.

DALIAN ALPS TEDA LOGISTICS CO.,

LTD.

SHANGHAI ALPS LOGISTICS CO., LTD. 

ALPS LOGISTICS MEXICO, 

S. A. DE C. V.

ALPS LOGISTICS (THAILAND) CO., LTD.

の12社であります。

　

２　持分法の適用に関する事

項

持分法適用会社 

(1) 持分法適用会社の変更

当連結会計年度より、上海東軟時代

物流軟件有限公司は会社清算手続きを

行ったため、持分法適用の範囲から除

いております。

(2) 変更後の持分法適用会社はありませ

ん。 

 ─────── 
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社のうち、株式会社流通サービ

スは連結決算日に一致しております。

　連結子会社のうち、決算日が12月31日の

会社は以下の11社であります。

ALPS LOGISTICS HONG KONG LTD.

ALPS LOGISTICS （S） PTE. LTD.

ALPS NAIGAI LOGISTICS （MALAYSIA）

SDN. BHD.

TIANJIN ALPS TEDA LOGISTICS CO.,

LTD.

ALPS LOGISTICS（SHANGHAI） CO.,

LTD.

ALPS LOGISTICS (GUANGDONG) CO.,

LTD.

ALPS LOGISTICS （USA）, INC.

DALIAN ALPS TEDA LOGISTICS CO.,

LTD.

SHANGHAI ALPS LOGISTICS CO., LTD.

ALPS LOGISTICS MEXICO, 

S. A. DE C. V.

ALPS LOGISTICS (THAILAND) CO., LTD.

　連結財務諸表の作成に当たっては、同日

現在の決算財務諸表を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引については連

結上必要な調整を行っております。

同左

４　会計処理基準に関する事

項

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…当連結会計年度末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

…移動平均法による原価法を採用

しております。

時価のないもの

同左

 ②　たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

商品及び貯蔵品 

　主として移動平均法による原価法（貸

借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）を採用

しております。  

②　たな卸資産

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 （会計方針の変更）

当連結会計年度より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第９

号　平成18年７月５日公表分）を適用し

ております。

これにより、営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益は、それぞれ17

百万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。  

───────

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く） 

　当社と国内連結子会社は定率法を、在

外連結子会社は定額法を採用しており

ます。

　ただし、当社と国内連結子会社は、平成

10年４月１日以降取得した建物（建物

付属設備を除く）については、定額法に

よっております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物及び構築物　　　　　２～50年

機械装置及び運搬具　　　２～17年

工具、器具及び備品　　　２～20年

①　有形固定資産（リース資産を除く） 

同左

　 （追加情報）

当社及び国内連結子会社は、法人税

法の改正を契機として耐用年数の見

直しを行い、機械装置については平成

20年４月１日より改正後の耐用年数

に基づく減価償却を行っております。

これによる営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益への影響は

軽微であります。

───────

 ②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　ただし、ソフトウェア（自社利用分）

については社内における利用可能期間

（３～５年）に基づく定額法によって

おります。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

同左

 ③　リース資産

―――――――

③　リース資産

　所有権移転ファイナンス・リース取引

に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償

却方法と同一の方法を採用しておりま

す。　
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 　所有権移転外ファイナンス・リース取引

に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

については、残価保証の取決めがある

リース取引は当該残価保証額、その他に

ついては零とする定額法によっており

ます。 

なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日が

平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。 

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

に係るリース資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準

①　貸倒引当金

…売上債権等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

…従業員の賞与金の支払に備えて

支給見込額の当連結会計年度負

担額を計上しております。

②　賞与引当金

同左

 ③　退職給付引当金

…当社及び国内連結子会社である

株式会社流通サービスは従業員

の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末において発

生していると認められる額を計

上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（４～13年）によ

る按分額を費用処理しておりま

す。

　数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間(国内連結子

会社は平均残存勤務期間以内の

一定の年数)（4～13年）による

按分額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理すること

としております。

③　退職給付引当金

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 　　　　　　――――――― （会計方針の変更）

　　当連結会計年度より、「「退職給付に係

る会計基準」の一部改正（その３）」

（企業会計基準第19号　平成20年７月31

日）を適用しております。

　　なお、これによる営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益に与える影

響はありません。

 ④　役員退職慰労引当金

…当社及び国内連結子会社は、役員

の退職慰労金の支払に備えるた

め、役員退職慰労金内規に基づく

当連結会計年度末要支給額を計

上しております。

④　役員退職慰労引当金

　　　　　同左

(4）その他重要な事項 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用

しております。

消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。

同左

６　のれんの償却に関する事

項

 ─────── 　のれんは、５年間で均等償却しておりま

す。

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

短期投資を計上しております。

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（連結財務諸表における在外子会社の会計処理に関する

当面の取扱い） 

　当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報

告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。 

　なお、これによる当連結会計年度の損益に与える影響は

ありません。  

（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日(企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計

士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を

適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。

　これによる当連結会計年度の損益に与える影響は軽微で

あります。 

　　　　　　　　　―――――――――

　

　

　

　

　

　

　　　　　　　　　―――――――――　

　

 

【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（連結貸借対照表関係）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度にお

いて、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連

結会計年度から「商品」及び「貯蔵品」に区分掲記して

おります。

　なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商

品」及び「貯蔵品」は、それぞれ532百万円、30百万円であ

ります。 　

　　　　　　　　　―――――――――　

　　　　　　　　　―――――――――　

　

　

　

　

　

　

　

　

　　

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　財務活動によるキャッシュ・フローの「リース債務の返

済による支出」は、前連結会計年度は「その他」に含めて

表示しておりましたが、金額的重要性が増したため区分掲

記しております。

　なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「リース債務の返済による支出」は53百万円であります。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

※　　担保提供資産及び担保債務 ※　　担保提供資産及び担保債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。 　担保に供している資産は次のとおりであります。

建物及び構築物 2,622百万円

土地 2,997　〃

計 5,620　〃

建物及び構築物 2,465百万円

土地 2,997百万円

建設仮勘定 474　〃

計 5,938　〃

　担保付債務は次のとおりであります。 　担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 445百万円

長期借入金 2,216　〃

短期借入金 446百万円

長期借入金 2,169　〃

 

（連結損益計算書関係）

　

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

　　 まれております。 17百万円 　　 まれております。 △4百万円

※２　販売費及び一般管理費の主要な項目と金額は次のと

おりであります。

※２　販売費及び一般管理費の主要な項目と金額は次のと

おりであります。

賃金給与及び諸手当等 2,021百万円

退職給付費用 72　〃

役員退職慰労引当金繰入額 30　〃

賞与引当金繰入額 188　〃

賃金給与及び諸手当等 2,220百万円

退職給付費用 84　〃

役員退職慰労引当金繰入額 43　〃

賞与引当金繰入額 235　〃

※３　固定資産売却益の内訳 ※３　固定資産売却益の内訳

土地使用権(無形固定資産に含む) 52百万円

その他 5　〃

計 58　〃

車両運搬具　　 0百万円

その他 0　〃

計 0　〃

※４　固定資産除売却損の内訳 ※４　固定資産除売却損の内訳

 
除却
（百万円）

売却
（百万円）

計
（百万円）

建物及び構築物 22 0 22

借地権(無形固定資産に含む) 17 － 17

その他 4 2 6

計 43 2 46

 
除却
（百万円）

売却
（百万円）

計
（百万円）

建物及び構築物 17 － 17

その他 3 0 4

計 21 0 22
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 17,737 － － 17,737

合計 17,737 － － 17,737

自己株式     

普通株式 41 0 － 41

合計 41 0 － 41

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取による増加であります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月24日
定時株主総会

普通株式 309 17.5平成20年３月31日平成20年６月25日

平成20年11月４日
取締役会

普通株式 309 17.5平成20年９月30日平成20年12月５日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

　配当の原資 
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月23日
定時株主総会

普通株式 309 利益剰余金 17.5平成21年３月31日平成21年６月24日
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当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 17,737 － － 17,737

合計 17,737 － － 17,737

自己株式     

普通株式 41 0 － 41

合計 41 0 － 41

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取による増加であります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月23日
定時株主総会

普通株式 309 17.5平成21年３月31日平成21年６月24日

平成21年11月10日
取締役会

普通株式 309 17.5平成21年９月30日平成21年12月４日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

　配当の原資 
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月23日
定時株主総会

普通株式 309 利益剰余金 17.5平成22年３月31日平成22年６月24日

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目金額との関係

現金及び預金勘定  7,888百万円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金
△293　〃

現金及び現金同等物 7,595　〃

 

現金及び預金勘定  10,607百万円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金
△230　〃

現金及び現金同等物 10,376　〃
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．ファイナンス・リース取引

　　　　　　　　　―――――――――

　

　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①　リース資産の内容

 有形固定資産

　消費物流事業における設備（機械装置及び運

搬具等）であります。 

 　②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項（２）重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載の通りでありま

す。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており、その内容は次の

とおりであります。　　　　　　 

　(1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額
相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

機械装置及び運
搬具

331 249 82

工具、器具及び備
品

61 48 13

合計 393 297 95

（注）　取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に占

める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。 

 

(2)　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 60百万円

１年超 35　〃

合計 95　〃

（注）未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産

の期末残高等に占める未経過リース料期末残高

の割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 　 　　

１．ファイナンス・リース取引

　所有権移転ファイナンス・リース取引

　①　リース資産の内容

 無形固定資産

　電子部品物流事業におけるソフトウエアであ

ります。 

 　②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項（２）重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載の通りでありま

す。

　　

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①　リース資産の内容

 有形固定資産

　主に消費物流事業における設備（機械装置及

び運搬具等）であります。 

 　②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項（２）重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載の通りでありま

す。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており、その内容は次の

とおりであります。　　　　　　 

　(1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額
相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

機械装置及び運
搬具

154 127 26

工具、器具及び備
品

61 52 8

合計 216 180 35

（注）　取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に占

める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。 

 

(2)　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 26百万円

１年超 8　〃

合計 35　〃

（注）未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産

の期末残高等に占める未経過リース料期末残高

の割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。  　
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(3)　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 106百万円

減価償却費相当額 106　〃

　

(3)　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 60百万円

減価償却費相当額 60　〃

　

(4)　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

　る定額法によっております。

　

(4)　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

　　る定額法によっております

　

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能なも　

のに係る未経過リース料

１年内 438百万円

１年超 1,898　〃

合計 2,336　〃

　　

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能なも　

のに係る未経過リース料

１年内 486百万円

１年超 1,795　〃

合計 2,281　〃

　　

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針　

　当社グループでは、倉庫投資を始めとする設備投資に際して、必要な資金を長期借入金で調達しています。短期的な

運転資金につきましては、短期借入金で調達しています。また、一時的な余資は全て短期的な銀行預金で運用すること

としています。

　なお、デリバティブについては、現在のところ活用の必要性が低いとの判断から取引を行っておりません。

　

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び営業未収金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、営業管理

規程に従い、取引先ごとに与信限度額を設定し、残高及び期日管理を行うとともに、定期的に与信限度額の見直しを

行っています。なお、当期の連結決算日現在における営業債権のうち、約15％が当社の親会社であるアルプス電気株式

会社に対するものです。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、業務上の関係を有する企業の株式であり、

定期的に時価を把握し、取締役会に報告しています。

　営業債務である営業未払金は、１年以内に支払期日が到来するものです。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る運転資金の調達であり、長期借入金は主に設備投資に係るもので

す。なお、長期借入金の金利については、全て固定金利で契約しています。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性を

売上高の１～２ヶ月分相当に維持することなどによって管理しています。

　

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれてお

ります。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価

額が変動することもあります。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を

把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注）２を参照ください。）。

　

　
　連結貸借対照表計上額

（百万円）　

時　価

（百万円）

差　額

（百万円）

　(1) 現金及び預金 10,607　 10,607　 －　

　(2) 受取手形及び営業未収金 9,615　 9,615　 －　

　(3) 投資有価証券 　 　 　

　　　① その他有価証券 396　 　396 －　

　資産 計 20,618　 20,618　 －

　(1) 営業未払金 5,134　 5,134　 －　
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　(2) 短期借入金 3,044　 3,044　 －　

　(3) 未払法人税等 1,294　 1,294　 －　

　(4) 未払費用 1,655　 1,655　 －　

　(5) 設備関係支払手形 482　 482　 －　

　(6) 長期借入金 3,972　 4,069　 96　

　負債 計 　15,585 15,682　 96　
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　（注）１　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1)現金及び預金

　預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価格と近似していることから、当該帳簿価格によっています。

(2)受取手形及び営業未収金

　これらの回収までの期間はすべて短期であるため、時価は帳簿価格と近似していることから、当該帳簿価格

によっています。

(3)投資有価証券

　投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。

　また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。

　

負債

(1)営業未払金、(2)短期借入金、(3)未払法人税等、(4)未払費用、並びに（5)設備関係支払手形

　これらの支払までの期間はすべて短期であるため、時価は帳簿価格と近似していることから、当該帳簿価格

によっています。

(6)長期借入金

　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しています。

　

　　    ２  時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品      

　

　区分
　連結貸借対照表計上額

（百万円）　

　非上場株式 　９

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証

券」には含めておりません。

　

　　　　３　金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　
１年以内

（百万円）

１年超

５年以内

（百万円）　

５年超

10年以内

（百万円）　

10年超

（百万円）　

　

　(1) 現金及び預金

　

　(2) 受取手形及び営業未収金

　

　

　　 　10,607

　

　　　　9,615

　

　

 　　　　　－

　

 　　　　　－

　

　

 　　　　　－

　

 　　　　　－

　

　

 　　　　　－

　

 　　　　　－

　

合計　 　　　 20,222　　　　 　－ 　　　　 　－ 　　　　 　－

　

　　　　４　長期借入金の連結決算日後の返済予定額については、連結附属明細表「借入金等明細表」を参照ください。

　

(追加情報)

　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号　平成20年3月10日)及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号　平成20年3月10日)を適用しております。
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（有価証券関係）

前連結会計年度

有価証券

１　その他有価証券で時価のあるもの

 
前連結会計年度（平成21年３月31日）

取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
   

株式 91 107 16

小計 91 107 16

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの
   

株式 272 154 △117

小計 272 154 △117

合計 364 262 △101

 

２　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

　その他有価証券

非上場株式 9百万円

 

当連結会計年度

有価証券

１　その他有価証券

 
当連結会計年度（平成22年３月31日）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
   

株式 165 94 70

小計 165 94 70

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの
   

株式 231 273 △42

小計 231 273 △42

合計 396 367 28

　（注）　非上場株式（連結貸借対照表計上額９百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

（デリバティブ取引関係）

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として

適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う

場合があります。

　提出会社である株式会社アルプス物流は、昭和53年12

月より従来の退職金制度の一部（60％相当額）を適格

退職年金制度へ移行しました。その後、順次移行割合を

増加し、平成６年３月よりその割合を80％相当額と致し

ました。

　また、平成13年度に退職金制度全般の見直しを行い、平

成14年４月１日よりポイント制退職金制度へ改めると

同時に移行割合も90％相当額と致しました。

　なお、国内連結子会社は退職一時金制度のみ設けてお

ります。

１　採用している退職給付制度の概要

同左　

２　退職給付債務に関する事項（平成21年３月31日） ２　退職給付債務に関する事項（平成22年３月31日）

イ　退職給付債務 △2,546百万円

ロ　年金資産 818　〃

ハ　未積立退職給付債務（イ＋ロ） △1,728　〃

ニ　未認識数理計算上の差異 555　〃

ホ　未認識過去勤務債務 △40　〃

へ　連結貸借対照表計上額純額（ハ

＋ニ＋ホ）
△1,212　〃

ト　前払年金費用 －　〃

チ　退職給付引当金（へ－ト） △1,212　〃

イ　退職給付債務 △2,742百万円

ロ　年金資産 1,051　〃

ハ　未積立退職給付債務（イ＋ロ） △1,690　〃

ニ　未認識数理計算上の差異 313　〃

ホ　未認識過去勤務債務 △32　〃

へ　連結貸借対照表計上額純額（ハ

＋ニ＋ホ）
△1,409　〃

ト　前払年金費用 －　〃

チ　退職給付引当金（へ－ト） △1,409　〃

３　退職給付費用に関する事項

（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

３　退職給付費用に関する事項

（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

イ　勤務費用 281百万円

ロ　利息費用 38　〃

ハ　期待運用収益 △9　〃

ニ　過去勤務債務の費用処理額 △7　〃

ホ　数理計算上の差異の費用処理額 39　〃

ヘ　その他 5　〃

ト　退職給付費用

（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ）
347　〃

 

イ　勤務費用 305百万円

ロ　利息費用 42　〃

ハ　期待運用収益 △8　〃

ニ　過去勤務債務の費用処理額 △7　〃

ホ　数理計算上の差異の費用処理額 67　〃

ヘ　その他 3　〃

ト　退職給付費用

（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ）
403　〃
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率  1.0％～2.0％

ハ　期待運用収益率    1.0％

ニ　過去勤務債務の処理年数 　

　13年（ただし、国内連結子会社は４年）

 (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による按分額を費用処理しております。）

ホ　数理計算上の差異の処理年数  

　13年（ただし、国内連結子会社は４年）

（発生時の従業員の平均残存勤務期間(国内連結子

会社は平均残存勤務期間以内の一定の年数)による

按分額を費用処理する方法。ただし、翌連結会計年度

から費用処理することとしております。）

同左
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）  

賞与引当金 420百万円

未払事業税等 34　〃

未払賞与社会保険料 58　〃

退職給付引当金 489　〃

役員退職慰労引当金

その他有価証券評価差額金 

111　〃

41　〃

借地権償却 36　〃

その他 105　〃

繰延税金資産小計 1,297  〃

    評価性引当額 △132　〃  

    繰延税金資産合計 1,165  〃  

（繰延税金負債）  

子会社の留保利益金 △77百万円

その他 △11　〃

繰延税金負債合計 △89　〃

繰延税金資産の純額 1,075　〃

（繰延税金資産）  

賞与引当金 502百万円

未払事業税等 101　〃

未払賞与社会保険料 76　〃

退職給付引当金 569　〃

役員退職慰労引当金 127　〃

借地権償却 40　〃

その他 111　〃

繰延税金資産小計 1,529  〃

    評価性引当額 △143　〃  

    繰延税金資産合計 1,386  〃  

（繰延税金負債）  

子会社の留保利益金 △52百万円

その他 △21　〃

繰延税金負債合計 △74　〃

繰延税金資産の純額 1,311　〃

　（注）当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連

結貸借対照表の以下の項目に含まれている。

　（注）当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連

結貸借対照表の以下の項目に含まれている。

流動資産－繰延税金資産 486百万円

固定資産－繰延税金資産 592  〃  

流動負債－繰延税金負債 △3  〃  

流動資産－繰延税金資産 698百万円

固定資産－繰延税金資産 617  〃  

流動負債－繰延税金負債 △4  〃  

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別内訳

　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であ

るため注記を省略しております。

法定実効税率 40.4％

 （調整）　  

　交際費等永久に損金に算入されない

  項目

1.5％

　住民税均等割 1.8％

　外国税額控除 △2.1％

　在外連結子会社との税率差異 △3.6％

　在外連結子会社からの受取配当金 0.9％

　評価性引当額 4.0％

　その他 0.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率　 43.7％
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 
電子部品
物流事業
（百万円）

商品販売
事業

（百万円）

消費物流
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 31,231 7,854 21,690 60,776 － 60,776

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － －

計 31,231 7,854 21,690 60,776 － 60,776

営業費用 28,931 7,692 20,831 57,455 － 57,455

営業利益 2,300 162 858 3,320 － 3,320

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的

支出
      

(1）資産 27,321 2,219 12,478 42,019 4,460 46,479

(2）減価償却費 882 20 807 1,710 69 1,780

(3）資本的支出 1,475 8 745 2,229 129 2,359

 

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 
電子部品
物流事業
（百万円）

商品販売
事業

（百万円）

消費物流
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 29,217 9,316 22,273 60,807 － 60,807

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － －

計 29,217 9,316 22,273 60,807 － 60,807

営業費用 26,782 9,148 21,380 57,311 － 57,311

営業利益 2,434 168 893 3,496 － 3,496

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的

支出
      

(1）資産 28,262 3,367 13,854 45,484 6,781 52,266

(2）減価償却費 807 18 744 1,570 68 1,638

(3）資本的支出 739 5 1,082 1,826 62 1,888

　（注）１　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分の主な内容

(1）電子部品物流事業……国内外に於ける電子部品貨物の運送、保管、フォワーディング等の事業

(2）商品販売事業……包装資材、成形材料及びデバイスの仕入及び販売事業

(3）消費物流事業……日本国内に於ける消費者向け貨物の運送、保管、流通加工等の事業

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は前連結会計年度4,460万円、当連結会計年度　　

6,781百万円であり、その主なものは当社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証

券）及び本社管理部門に係る資産等であります。
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４　減価償却費及び資本的支出には、無形固定資産及び長期前払費用とそれらの償却費が含まれております。

５　会計方針の変更

（前連結会計年度）

　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(1) ③に記載のとおり、当連結会計年度より

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を適用しておりま

す。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業利益が「商品販売事業」で17

百万円減少しております。

６　事業区分の方法の変更　

（前連結会計年度）　

　従来、事業の種類・性質の類似性等の観点から「国内物流事業」、「国際物流事業」、「商品販売事業」の３

区分としておりましたが、連結子会社の消費物流事業の事業規模が拡大したことや、電子部品物流事業のグ

ローバル化の拡大により国内外で区分する必要性が低くなったことなどの理由により、当社グループの事業の

実態をより適切に反映するために事業区分の方法の見直しを行いました。

　これにより、当連結会計年度より、従来、「国内物流事業」に含めておりました消費物流事業を独立して「消

費物流事業」とし、また、従来、「国内物流事業」と「国際物流事業」に区分しておりました電子部品物流業務

を「電子部品物流事業」と１つの区分に変更いたしました。

　なお、前連結会計年度のセグメント情報を、当連結会計年度において用いた事業区分の方法により区分すると

次のようになります。

　

 
電子部品
物流事業
（百万円）

消費物流
事業

（百万円）

商品販売
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 33,80620,367 9,263 63,437 － 63,437

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

計 33,80620,367 9,263 63,437 － 63,437

営業費用 29,39119,562 8,966 57,920 － 57,920

営業利益 4,415 805 296 5,516 － 5,516

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支

出
      

(1）資産 28,94111,901 3,525 44,368 5,436 49,804

(2）減価償却費 908 785 19 1,714 52 1,767

(3）資本的支出 404 1,648 9 2,062 127 2,189

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

その他の
地域

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 49,734 10,525 516 60,776 － 60,776

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
177 63 3 244 (244) －

計 49,912 10,588 519 61,021 (244) 60,776

営業費用 47,598 9,635 495 57,730 (274) 57,455

営業利益 2,313 953 24 3,291 29 3,320

Ⅱ　資産 34,719 7,429 239 42,388 4,091 46,479

　

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

その他の
地域

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 51,412 8,785 610 60,807 － 60,807
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日本

（百万円）
アジア
（百万円）

その他の
地域

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
408 61 10 480 (480) －

計 51,821 8,846 621 61,288 (480) 60,807

営業費用 48,948 8,285 581 57,815 (504) 57,311

営業利益 2,873 561 39 3,473 23 3,496

Ⅱ　資産 39,279 7,836 519 47,636 4,629 52,266

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

アジア……………中国、シンガポール、マレーシア、タイ

その他の地域……アメリカ、メキシコ

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は前連結会計年度4,091百万円、当連結会計年度　　

4,629百万円であり、その主なものは当社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証

券）及び本社管理部門に係る資産等であります。

４　会計方針の変更

（前連結会計年度）

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(1) ③に記載のとおり、当連結会計年度より「棚

卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を適用しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業利益が「日本」で８百万円、「ア

ジア」で９百万円それぞれ減少しております。 

　

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 9,542 1,400 10,942

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 60,776

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
15.7 2.3 18.0

 

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 8,736 2,714 11,450

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 60,807

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
14.4 4.5 18.8

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

アジア……………中国、韓国、シンガポール、マレーシア、タイ等

その他の地域……アメリカ、メキシコ、アイルランド等

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 

　（追加情報）

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用して

おります。

なお、これによる開示対象の変更はありません。

 

１．関連当事者との取引 

　(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所有）
割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）
（注）1,2

科目
期末残高
（百万円）
（注）２

親会社

アルプス

電気株式

会社 

東京都

大田区
23,623

電子機器及

び部品製造

・販売

 

被所有

直接46.7

間接 2.2

 

（注）３

製品・部品の運

送・保管業務等

の受託及び倉庫

等の賃借　　　　役

員の兼任 

運送・保管業

務等の受託及

び成形材料の

販売

6,234

受取手形

及び営業

未収金

1,013

輸出入運賃立

替等
823

流動資産

「その他」
63

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

　（注）１　取引条件については、市場動向等を勘案して価格交渉の上、一般取引と同様に決定しております。

２　上記、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。

ただし、輸出入運賃立替等の取引金額には消費税等を含んで表示しております。

３　「議決権等の被所有割合」の間接は、親会社の他の子会社(アルパイン株式会社)が所有しているものであり

ます。

 

　(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

　    該当事項はありません。

 

　(ウ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の

　　　子会社等 

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所有）
割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）
（注）1,2

科目
期末残高
（百万円）
（注）２

同一の親会

社をもつ会

社 

アルプス

ファイナ

ンスサー

ビス株式

会社

東京都

大田区
1,000

金融・リー

ス事業・保

険代理業

なし

ファクタリン

グ取引・リー

ス契約及び保

険代理契約

営業未払金の

ファクタリン

グ

（注）３

3,105

営業

未払金
844

 流動負債

「その他」
16

資金借入

（注）４
－

短期

借入金
750

利息の支払

（注）４
11 未払費用 －

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

　（注）１　取引条件については、市場動向等を勘案して価格交渉の上、一般取引と同様に決定しております。

２　取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

３　当社の営業債務に関して、当社、取引先、アルプスファイナンスサービス株式会社の三者間で基本契約を締結

し、ファクタリング方式による決済を行っているものであります。

４　資金の借入については、借入利率は市場金利をもとに合理的に決定し、返済条件は期間１年としております。

なお、担保は提供しておりません。

  

　(エ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

　　該当事項はありません。

 

　　(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　　　　該当事項はありません。

 

 　２．親会社又は重要な関連会社に関する注記
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 　　　親会社情報

 　　　　アルプス電気株式会社（東京証券取引所に上場）

　

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　 

１．関連当事者との取引 

　(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所有）
割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）
（注）1,2

科目
期末残高
（百万円）
（注）２

親会社

アルプス

電気株式

会社 

東京都

大田区
23,623

電子機器及

び部品製造

・販売

 

被所有

直接46.7

間接 2.2

 

（注）３

製品・部品の運

送・保管業務等

の受託及び倉庫

等の賃借　　　　役

員の兼任 

運送・保管業

務等の受託及

び成形材料の

販売

6,053

受取手形

及び営業

未収金

1,461

輸出入運賃立

替等
750

流動資産

「その他」
158

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

　（注）１　取引条件については、市場動向等を勘案して価格交渉の上、一般取引と同様に決定しております。

２　上記、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。

ただし、輸出入運賃立替等の取引金額には消費税等を含んで表示しております。

３　「議決権等の被所有割合」の間接は、親会社の他の子会社(アルパイン株式会社)が所有しているものであり

ます。

 

　(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

　    該当事項はありません。

 

　(ウ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の

　　　子会社等 

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所有）
割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）
（注）1,2

科目
期末残高
（百万円）
（注）２

同一の親会

社をもつ会

社 

アルプス

ファイナ

ンスサー

ビス株式

会社

東京都

大田区
1,000

金融・リー

ス事業・保

険代理業

なし

ファクタリン

グ取引・リー

ス契約及び保

険代理契約

営業未払金の

ファクタリン

グ

（注）３

4,756

営業

未払金
1,553

 流動負債

「その他」
38

資金借入

（注）４
－

短期

借入金
350

利息の支払

（注）４
7 未払費用 －

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

　（注）１　取引条件については、市場動向等を勘案して価格交渉の上、一般取引と同様に決定しております。

２　取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

３　当社の営業債務に関して、当社、取引先、アルプスファイナンスサービス株式会社の三者間で基本契約を締結

し、ファクタリング方式による決済を行っているものであります。

４　資金の借入については、借入利率は市場金利をもとに合理的に決定し、返済条件は期間１年としております。

なお、担保は提供しておりません。
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　(エ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

　　該当事項はありません。

 

　　(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　　　　該当事項はありません。

 

 　２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

 　　　親会社情報

 　　　　アルプス電気株式会社（東京証券取引所に上場）　

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,551円21銭

１株当たり当期純利益金額 82円34銭

１株当たり純資産額 1,629円36銭

１株当たり当期純利益金額 104円32銭

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当期純利益（百万円） 1,457 1,845

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,457 1,845

普通株式の期中平均株式数（株） 17,695,615 17,695,585

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,950 1,951 1.02 －

１年以内に返済予定の長期借入金 522 1,093 1.81 －

１年以内に返済予定のリース債務 96 274 － －　

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 4,566 3,972 1.92

平成23年４月

から

平成32年２月

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 171 627 －

平成23年４月

 から

平成28年２月

合計 7,306 7,919 － －

　（注）１　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を定額法により各連結会計年度に配

分しているため、記載しておりません。

３  長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

区分
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 1,815 548 517 367

リース債務 236 160 121 108

 

 

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

自 平成21年４月１日

至 平成21年６月30日

第２四半期

自 平成21年７月１日

至 平成21年９月30日

第３四半期

自 平成21年10月１日

至 平成21年12月31日

第４四半期

自 平成22年１月１日

至 平成22年３月31日

売上高（百万円） 13,585　 15,008　 16,385　 15,829　

税金等調整前四半期純利益

金額（百万円）
627　 768　 1,359　 858　

四半期純利益金額

（百万円）
307　 400　 689　 448　

１株当たり四半期純利益金

額（円）
17.38　 22.65　 38.95　 25.34　
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,174 5,379

受取手形 175 277

営業未収金 ※2
 3,197

※2
 4,824

商品 159 271

貯蔵品 19 19

前払費用 66 61

繰延税金資産 253 372

未収金 182 300

未収還付法人税等 144 －

未収消費税等 26 54

その他 16 21

貸倒引当金 △5 △4

流動資産合計 7,412 11,578

固定資産

有形固定資産

建物 ※1
 12,692

※1
 12,732

減価償却累計額 △7,122 △7,479

建物（純額） 5,570 5,253

構築物 644 642

減価償却累計額 △498 △513

構築物（純額） 146 129

機械及び装置 1,576 1,576

減価償却累計額 △1,350 △1,390

機械及び装置（純額） 225 186

車両運搬具 546 554

減価償却累計額 △445 △490

車両運搬具（純額） 100 63

工具、器具及び備品 1,499 1,538

減価償却累計額 △1,198 △1,303

工具、器具及び備品（純額） 301 234

土地 ※1
 11,303

※1
 11,303

リース資産 － 192

減価償却累計額 － △3

リース資産（純額） － 188

建設仮勘定 92 2

有形固定資産合計 17,739 17,362

無形固定資産

借地権 99 87

ソフトウエア 466 177

リース資産 － 354

その他 29 29

無形固定資産合計 595 649
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 269 402

関係会社株式 1,134 1,134

関係会社出資金 1,005 1,005

関係会社長期貸付金 － 37

繰延税金資産 300 282

差入保証金 579 574

その他 48 42

貸倒引当金 △6 △6

投資その他の資産合計 3,330 3,472

固定資産合計 21,665 21,484

資産合計 29,077 33,063

負債の部

流動負債

営業未払金 2,245 3,870

短期借入金 1,850 1,850

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 71

※1
 71

リース債務 － 116

未払金 555 392

未払費用 397 557

未払法人税等 － 760

預り金 56 62

賞与引当金 535 613

流動負債合計 5,712 8,293

固定負債

長期借入金 ※1
 1,134

※1
 1,062

リース債務 － 454

退職給付引当金 434 505

役員退職慰労引当金 83 99

その他 9 9

固定負債合計 1,660 2,131

負債合計 7,372 10,425
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,349 2,349

資本剰余金

資本準備金 2,029 2,029

資本剰余金合計 2,029 2,029

利益剰余金

利益準備金 307 307

その他利益剰余金

別途積立金 14,350 14,350

繰越利益剰余金 2,780 3,635

利益剰余金合計 17,437 18,292

自己株式 △50 △50

株主資本合計 21,766 22,620

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △60 17

評価・換算差額等合計 △60 17

純資産合計 21,705 22,637

負債純資産合計 29,077 33,063
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高

営業収益

運送事業収入 10,046 9,817

保管事業収入 9,659 9,035

輸出入貨物取扱事業収入 2,936 2,950

営業収益合計 22,642 21,803

仕入商品売上高 5,579 7,744

売上高合計 ※1
 28,221

※1
 29,547

売上原価

営業原価

運送事業費 9,059 8,603

保管事業費 7,459 6,764

輸出入貨物取扱事業費 2,355 2,261

営業原価合計 18,873 17,629

仕入商品売上原価 5,147 7,237

売上原価合計 ※2
 24,021

※2
 24,867

売上総利益

営業収益売上総利益 3,768 4,173

仕入商品売上総利益 431 506

売上総利益合計 4,200 4,680

販売費及び一般管理費 ※3
 2,746

※3
 2,700

営業利益 1,454 1,979

営業外収益

受取利息 5 1

受取配当金 ※1
 217

※1
 332

保険返戻金 35 20

雑収入 67 71

営業外収益合計 327 425

営業外費用

支払利息 54 46

為替差損 71 13

雑支出 7 2

営業外費用合計 133 62

経常利益 1,648 2,342

特別利益

固定資産売却益 ※4
 56

※4
 0

補助金収入 － 0

特別利益合計 56 0

特別損失

固定資産除売却損 ※5
 21

※5
 6

固定資産圧縮損 － 0

特別損失合計 21 6

税引前当期純利益 1,683 2,336

法人税、住民税及び事業税 563 1,015

法人税等調整額 144 △153

法人税等合計 707 862

当期純利益 975 1,474
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【営業原価明細書】

①　営業原価合計

区分
注記
番号

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費      215 1.1     249 1.4
Ⅱ　人件費      5,01426.6     4,84227.5
（うち賞与引当金繰入額）  (375)         (414)         
（うち退職給付費用）  (123)         (145)         

Ⅲ　経費      13,64372.3     12,53771.1
（うち外注費）  (9,999)         (9,249)         
（うち減価償却費）  (677)         (601)         
（うち賃借料）  (1,109)         (980)         

合計      18,873100.0     17,629100.0

 

②　運送事業費

区分
注記
番号

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費      27 0.3     25 0.3
Ⅱ　人件費      1,08111.9     1,09312.7
（うち賞与引当金繰入額）  (90)         (106)         
（うち退職給付費用）  (29)         (35)         

Ⅲ　経費      7,95187.8     7,48487.0
（うち外注費）  (7,133)         (6,723)         
（うち減価償却費）  (133)         (106)         
（うち賃借料）  (102)         (100)         

合計      9,059100.0     8,603100.0
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③　保管事業費

区分
注記
番号

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費      188 2.5     223 3.3
Ⅱ　人件費      3,54847.6     3,39650.2
（うち賞与引当金繰入額）  (252)         (275)         
（うち退職給付費用）  (80)         (96)         

Ⅲ　経費      3,72249.9     3,144　 46.5
（うち外注費）  (1,106)         (802)         
（うち減価償却費）  (502)         (467)         
（うち賃借料）  (997)         (868)         

合計      7,459100.0     6,764100.0

 

④　輸出入貨物取扱事業費

区分
注記
番号

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費      0 0.0     0 0.0
Ⅱ　人件費      384 16.3     352 15.6
（うち賞与引当金繰入額）  (32)         (32)         
（うち退職給付費用）  (14)         (13)         

Ⅲ　経費      1,97083.7     1,90984.4
（うち外注費）  (1,759)         (1,723)         
（うち減価償却費）  (41)         (28)         
（うち賃借料）  (8)         (12)         

合計      2,355100.0     2,261100.0

 

【仕入商品売上原価明細書】

区分
注記
番号

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

金額（百万円） 金額（百万円）
Ⅰ　仕入商品期首棚卸高  165 159
Ⅱ　当期商品仕入高  5,141 7,185

計  5,307 7,345
Ⅲ　仕入商品期末棚卸高  159 271
仕入商品売上原価  5,147 7,074

Ⅳ　経費  － 163
合計　 　 5,147 7,237
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,349 2,349

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,349 2,349

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 2,029 2,029

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,029 2,029

資本剰余金合計

前期末残高 2,029 2,029

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,029 2,029

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 307 307

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 307 307

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 14,350 14,350

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 14,350 14,350

繰越利益剰余金

前期末残高 2,423 2,780

当期変動額

剰余金の配当 △619 △619

当期純利益 975 1,474

当期変動額合計 356 854

当期末残高 2,780 3,635

利益剰余金合計

前期末残高 17,081 17,437

当期変動額

剰余金の配当 △619 △619

当期純利益 975 1,474

当期変動額合計 356 854

当期末残高 17,437 18,292
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

自己株式

前期末残高 △50 △50

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △50 △50

株主資本合計

前期末残高 21,409 21,766

当期変動額

剰余金の配当 △619 △619

当期純利益 975 1,474

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 356 854

当期末残高 21,766 22,620

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 11 △60

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△72 77

当期変動額合計 △72 77

当期末残高 △60 17

評価・換算差額等合計

前期末残高 11 △60

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△72 77

当期変動額合計 △72 77

当期末残高 △60 17

純資産合計

前期末残高 21,421 21,705

当期変動額

剰余金の配当 △619 △619

当期純利益 975 1,474

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △72 77

当期変動額合計 284 932

当期末残高 21,705 22,637
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）その他有価証券

時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。

(1）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用して

おります。

時価のないもの

同左

 (2）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用してお

ります。

(2）子会社株式及び関連会社株式

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

商品及び貯蔵品

　移動平均法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定)を採用しております。

  (会計方針の変更）

　当事業年度より「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準第９号 平成

18年７月５日公表分）を適用しておりま

す。

　これにより、営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益は、それぞれ8百万円減少し

ております。 

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

商品及び貯蔵品

同左

　

　

　──────

３　固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物付属設備を除く）につ

いては定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は、次のとおりであ

ります。

建物　　　　　　　　　　２～50年

構築物　　　　　　　　　３～50年

機械及び装置　　　　　　２～17年

車両運搬具　　　　　　　２～７年

工具、器具及び備品　　　２～20年

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

同左

 （追加情報）

  当社は、法人税法の改正を契機として耐

用年数の見直しを行い、機械装置について

は平成20年４月１日より改正後の耐用年

数に基づく減価償却を行っております。

これによる営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益への影響は軽微であります。 

──────
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項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 

 

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　ただし、ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっておりま

す。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

同左

 (3）リース資産

　　　　　　──────

　

　

　

　

　

  所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引のうち、リース取引開始日が平成20

年３月31日以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

(3）リース資産

  所有権移転ファイナンス・リース取引

に係るリース資産

    自己所有の固定資産に適用する減価

　償却方法と同一の方法を採用しておりま

す。

　　

  所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産

同左

４　引当金の計上基準

 

(1）貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 

 

(2）賞与引当金

　従業員の賞与金の支払に備えるため、

支給見込額の当期負担額を計上してお

ります。

(2）賞与引当金

同左

 

 

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付の支払に備えるた

め、当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当事業

年度末において発生していると認めら

れる額を計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（13年）による按分額を費用処理して

おります。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期

間（13年）による按分額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理すること

としております。

(3）退職給付引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　 　 　(会計方針の変更)

　当事業年度より、「「退職給付に係る会

計基準」の一部改正（その３）」（企業

会計基準第19号　平成20年７月31日）を適

用しております。

　なお、これによる営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益に与える影響はありま

せん。

 

 

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払に備えるた

め、役員退職慰労金内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

　

(4）役員退職慰労引当金

同左

　　

　 　 　　　　　

５　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用

しております。

消費税等の会計処理

同左
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【財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　(リース取引に関する会計基準)　　　　　　　　　

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計

士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を

適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

　これによる当事業年度の損益に与える影響はありませ

ん。

──────

 

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（損益計算書関係）

　前事業年度まで営業外収益の「雑収入」に含めて表示し

ておりました「保険返戻金」は、営業外収益の総額の100

分の10を超えたため区分掲記しました。

　なお、前事業年度における「保険返戻金」の金額は６百

万円であります。 

──────
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成21年３月31日）

当事業年度
（平成22年３月31日）

 ※１　担保に供している資産

　次の資産を借入金の担保に供しています。

 ※１　担保に供している資産

　次の資産を借入金の担保に供しています。

不動産抵当  

建物 229百万円

土地 1,607　〃

計 1,836　〃

上記に対する債務  

１年内返済予定の長期借入金 71百万円

長期借入金 234　〃

不動産抵当  

建物 207百万円

土地 1,607　〃

計 1,814　〃

上記に対する債務  

１年内返済予定の長期借入金     71百万円

長期借入金 162　〃

 ※２　関係会社項目

　区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれている関係会

社に対する主なものは次のとおりです。

 ※２　関係会社項目

　区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれている関係会

社に対する主なものは次のとおりです。

営業未収金 1,063百万円 営業未収金 1,625百万円

  ３　偶発債務

　倉庫賃貸借契約に対する保証債務

  ３　偶発債務

　倉庫賃貸借契約に対する保証債務

関係会社  

ALPS LOGISTICS （USA）, INC.
194百万円

( 1,975千USドル)

ALPS LOGISTICS MEXICO, 
S. A. DE C. V.

35百万円

( 365千USドル)

関係会社  

ALPS LOGISTICS （USA）, INC.
384百万円

( 4,128千USドル)

ALPS LOGISTICS MEXICO,
S. A. DE C. V.

94百万円

( 1,015千USドル)

　上記のほか、ALPS LOGISTICS （USA）, INC.及びALPS

LOGISTICS MEXICO, S. A. DE C. V.の倉庫賃借に関わ

る共有部分維持費用の支払債務についても保証を行っ

ております。

　上記のほか、ALPS LOGISTICS （USA）, INC.及びALPS

LOGISTICS MEXICO, S. A. DE C. V.の倉庫賃借に関わ

る共有部分維持費用の支払債務についても保証を行っ

ております。

　金融機関からの借入金に対する保証債務 　金融機関からの借入金に対する保証債務

関係会社  

ALPS LOGISTICS （USA）, INC.
9百万円

( 100千USドル)

関係会社  

ALPS LOGISTICS （USA）, INC.
9百万円

( 100千USドル)

　金融機関からの借入金に対する保証予約 　金融機関からの借入金に対する保証予約

関係会社  

DALIAN ALPS TEDA LOGISTICS CO.,
LTD.

98百万円

(1,000千USドル)

関係会社  

DALIAN ALPS TEDA LOGISTICS CO.,
LTD.

93百万円

(1,000千USドル)

　上記のうち、外貨建保証債務及び保証予約は、決算日の為

替相場により円換算しております。

　上記のうち、外貨建保証債務及び保証予約は、決算日の為

替相場により円換算しております。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 ※１　関係会社項目

　関係会社に係る主な取引は次のとおりです。

 ※１　関係会社項目

　関係会社に係る主な取引は次のとおりです。

売上高 6,412百万円

受取配当金 210　〃

売上高 6,462百万円

受取配当金 329　〃

 ※２　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれてお

ります。

 ※２　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれてお

ります。

　　　　 8百万円 　　　　 △0百万円

 ※３　販売費及び一般管理費の主な費目

　販売費及び一般管理費のうち販売費に属する費用のおお

よその割合は43.0％であり、一般管理費に属する費用のお

およその割合は57.0％であります。

　主な費目及び金額は、次のとおりです。

 ※３　販売費及び一般管理費の主な費目

　販売費及び一般管理費のうち販売費に属する費用のおお

よその割合は41.2％であり、一般管理費に属する費用のお

およその割合は58.8％であります。

　主な費目及び金額は、次のとおりです。

役員報酬 145百万円

賃金給与及び諸手当 1,050　〃

法定福利費 191　〃

賞与引当金繰入額 159　〃

退職給付費用 66　〃

役員退職慰労引当金繰入額 18　〃

支払手数料 224　〃

厚生費

旅費交通費         

165　〃

142　〃

減価償却費 99　〃

賃金給与及び諸手当 1,092百万円

法定福利費 220　〃

賞与引当金繰入額 198　〃

退職給付費用 77　〃

役員退職慰労引当金繰入額 20　〃

支払手数料 217　〃

厚生費

減価償却費

140　〃

92　〃

　 　

 ※４　固定資産売却益の内訳  ※４　固定資産売却益の内訳

建物 2百万円

構築物 0　〃

機械及び装置

車両運搬具

工具、器具及び備品

土地使用権

0　〃

0　〃

0　〃

52　〃

計 56　〃

構築物 0百万円

機械及び装置 0　〃

車両運搬具 0　〃

計 0　〃

 ※５　固定資産除売却損の内訳  ※５　固定資産除売却損の内訳

 
除却
(百万円)

売却
(百万円)

計
(百万円)

建物 0 0 0

構築物 0 － 0

機械及び装置 0 － 0

車両運搬具 0 0 1

工具、器具及び備品 1 － 1

借地権 17 － 17

計 20 0 21

 
除却
(百万円)

売却
(百万円)

計
(百万円)

建物 3 － 3

構築物 0 － 0

機械及び装置 0 － 0

車両運搬具 0 － 0

工具、器具及び備品 0 0 0

ソフトウエア 0 － 0

無形固定資産その他 0 － 0

計 6 0 6
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

普通株式 41 0 － 41

合計 41 0 － 41

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

 

当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

普通株式 41 0 － 41

合計 41 0 － 41

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．ファイナンスリース取引　

――――――――

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　　　

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

　(1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１．ファイナンス・リース取引

　所有権移転ファイナンス・リース取引

　①　リース資産の内容

 無形固定資産

　電子部品物流事業におけるソフトウエアであ

ります。 

 　②　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方

法」に記載の通りであります。

　　

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①　リース資産の内容

 有形固定資産

　電子部品物流事業における設備（工具、器具及

び備品）であります。 

 　②　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方

法」に記載の通りであります。　　

　

――――――――

　

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具、器具及び備品 45 43 1
合計 45 43 1

　

（注）　取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

　

　(2)　未経過リース料期末残高相当額 　

１年内 1百万円

１年超 0　〃

合計 1　〃

　 　

　 　

　 　

（注）　未経過リース料期末残高相当額は有形固定資産

の期末残高等に占める未経過リース料残高の

割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

　

　(3)　当期の支払リース料及び減価償却費相当額 　

支払リース料 4百万円

減価償却費相当額 4　〃
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前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　(4)　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

　

２．オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

１年内 291百万円

１年超 1,190　〃

合計 1,481　〃

　

　

　

　

２．オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

１年内 291百万円

１年超 898　〃

合計 1,190　〃

　

 

（有価証券関係）

前事業年度（平成21年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（平成22年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　関係会社株式1,134百万円、関係会社出資金1,005百万円）

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。　
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成21年３月31日）

当事業年度
（平成22年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）  

賞与引当金 216百万円

未払賞与社会保険料 29　〃

退職給付引当金 175　〃

その他有価証券評価差額金 41　〃

借地権償却 36　〃

役員退職慰労引当金 33　〃

その他 79　〃

　　繰延税金資産小計 610　〃

　　評価性引当額 △52　〃

　　繰延税金資産合計 558　〃

（繰延税金負債）  

未収還付事業税 △4百万円

繰延税金負債合計 △4　〃

繰延税金資産の純額 554　〃

（繰延税金資産）  

賞与引当金 247百万円

未払事業税等 70　〃

未払賞与社会保険料 39　〃

退職給付引当金 204　〃

借地権償却 40　〃

役員退職慰労引当金 40　〃

その他 78　〃

　　繰延税金資産小計 721　〃

　　評価性引当額 △55　〃

　　繰延税金資産合計 666　〃

（繰延税金負債）  

有価証券評価差額金 △11百万円

繰延税金負債合計 △11　〃

繰延税金資産の純額 654　〃

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であるた

め注記を省略しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別内訳

法定実効税率 40.4　％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入  

されない項目 1.3　％

受取配当金等永久に益金に算入 　

されない項目 △3.9　％

住民税均等割 1.5　％

外国税額控除 △0.5　％　

情報基盤強化税額控除 △1.3　％　

その他 △0.6　％　

税効果会計適用後の法人税等の 　

負担率 36.9　％
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,226円59銭

１株当たり当期純利益金額 55円15銭

１株当たり純資産額 1,279円31銭

１株当たり当期純利益金額 83円31銭

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当期純利益（百万円） 975 1,474

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 975 1,474

普通株式の期中平均株式数（株） 17,695,615 17,695,585

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券
その他

有価証券

アルパイン(株) 150,000 170

太陽誘電(株) 62,222 91

高千穂交易(株) 50,000 47

(株)近鉄エクスプレス 12,589 30

(株)横浜銀行 60,000 27

ニチコン(株) 10,052 11

(株)三井住友フィナンシャルグループ 2,800 8

ALPS INSURANCE PTE. LTD. 140,000 8

(株)三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 8,000 3

中央三井トラスト・ホールディングス(株) 3,000 1

日本シイエムケイ(株) 1,100 0

財形住宅金融(株) 2 0

計 499,767 402
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高

（百万円）

有形固定資産                             
建物 12,692 77 37 12,732 7,479 391 5,253
構築物 644 2 4 642 513 18 129
機械及び装置 1,576 6 6 1,576 1,390 45 186
車両運搬具 546 13 5 554 490 50 63
工具、器具及び備品 1,499 62 23 1,538 1,303 127 234
土地 11,303 － － 11,303 － － 11,303
リース資産 － 192 － 192 3 3 188
建設仮勘定 92 104 193 2 － － 2

有形固定資産計 28,354 458 270 28,54211,180 635 17,362

無形固定資産                             
借地権 188 － － 188 101 11 87
ソフトウエア 846 122 377 590 412 52 177
リース資産 － 360 － 360 6 6 354
その他 38 0 0 39 9 0 29

無形固定資産計 1,073 483 377 1,179 529 70 649

　（注）１　リース資産（無形固定資産）の当期増加額の主な内容は、新運送システムのセール・アンド・リースバックに

よるリース資産の増加であります。

　　　　２　ソフトウエアの当期減少額の主な内容は、新運送システムのセール・アンド・リースバックに伴うソフトウェア

売却による減少であります。

 

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金　 12 0 1 0 11

賞与引当金 535 613 535 － 613

役員退職慰労引当金 83 20 3 － 99

　　（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

１）資産の部

①　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 10

預金  

当座預金 144

普通預金 5,070

外貨預金 152

別段預金 1

計 5,368

合計 5,379

 

②　受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

(株)北光 86

兼松(株) 44

明治合成(株) 21

日本ウォルブロー(株) 19

日昌(株) 18

その他　　　　　　　　　　　　　　　(注) 88

合計 277

　（注）　(株)福田製作所他

 

(ロ）期日別内訳

期日 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 合計

金額

（百万円）
85 72 70 44 4 277
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③　営業未収金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

アルプス電気(株) 1,461

ＴＤＫ－ＥＰＣ(株) 281

ALPS AUTOMOTIVE, INC. 262

アルパイン(株)　　　　　　　　　　　 135

ＴＤＫ(株) 115

その他　　　　　　　　　　　　　　　（注） 2,568

合計 4,824

　（注）　　ALPS ELECTRIC KOREA CO.,LTD他

 

(ロ）回収及び滞留状況

前期末残高
(A)(百万円)

当期売上高
(B)(百万円)

仮受消費税
(C)(百万円)

当期回収高
(D)(百万円)

当期末残高
(E)(百万円)

回収率（％） 回転率（回） 滞留期間（日）
(D)

──────
(A)＋(B)＋(C)

×100
(B)＋(C)
─────
[(A)+(E)]÷２

365
───
回転率

3,19729,5471,20929,1294,824 85.8 7.67 47.6

 

④　商品

品名 金額（百万円）

包装資材 3

成形材料 193

電子デバイス 75

合計 271

 

⑤　貯蔵品

品名 金額（百万円）

梱包材 13

その他 6

合計 19
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２）　負債の部

①　営業未払金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

アルプスファイナンスサービス(株)　　（注）１ 1,553

ＳＡＢＩＣポリマーランドジャパン(株) 162

ＪＳＲトレーディング(株) 151

三井物産プラスチックトレード(株) 132

伊藤忠プラスチックス(株) 130

その他　　　　　　　　　　　　　　　（注）２ 1,739

合計 3,870

　（注）１　ファクタリング取引契約を締結しております。

　      ２　三井物産(株)他

 

②　短期借入金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

(株)三井住友銀行 600

アルプスファイナンスサービス(株) 350

(株)横浜銀行 300

(株)三菱東京ＵＦＪ銀行 200

(株)みずほ銀行 200

その他　　　　　　　　　　　　　　　（注）　 200

合計 1,850

　（注）　中央三井信託銀行(株)他　

　

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）　

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）　

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ

http://www.alps-logistics.jp/jpn/ir/e_announce.html

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

 事業年度　第45期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）平成21年６月23日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書

 平成21年６月23日関東財務局長に提出　

(3）四半期報告書及び確認書

 第46期第１四半期（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）平成21年８月５日関東財務局長に提出

 第46期第２四半期（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）平成21年11月11日関東財務局長に提出

 第46期第３四半期（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）平成22年２月９日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

 

 平成21年６月16日

株式会社アルプス物流  

 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 髙橋　英夫　　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 矢崎　弘直　　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社アルプス物流の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

アルプス物流及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社アルプス物流の平成21年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を

作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。

また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、株式会社アルプス物流が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　※　１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

 

 平成22年６月16日

株式会社アルプス物流  

 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 宗像　雄一郎　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 矢崎　弘直　　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社アルプス物流の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

アルプス物流及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社アルプス物流の平成22年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を

作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。

また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、株式会社アルプス物流が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　※　１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書 

 

 平成21年６月16日

株式会社アルプス物流  

 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 髙橋　英夫　　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 矢崎　弘直　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社アルプス物流の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第45期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アル

プス物流の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　※　１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書 

 

 平成22年６月16日

株式会社アルプス物流  

 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 宗像　雄一郎　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 矢崎　弘直　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社アルプス物流の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第46期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アル

プス物流の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　※　１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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